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 証券コード　6841

 平成23年６月２日

株 主 各 位  

　 東京都武蔵野市中町二丁目９番32号

　 横 河 電 機 株 式 会 社
　 代表取締役社長 海 堀 周 造

第135回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

　この度の東日本大震災で被災された皆様に心よりお見舞い申し上げます。

さて、当社第135回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご案内申し上げます。

なお、当日ご出席いただけない場合は、次頁のいずれかの方法によって議決権を

行使することができますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討の

うえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成23年６月24日（金曜日）午前10時

２．場 所 東京都武蔵野市中町二丁目９番32号　本社　大会議室

  （末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．会議の目的事項

報告事項　 １．第135期(自平成22年４月１日　至平成23年３月31日)事業

報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び

　　監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

 ２．第135期(自平成22年４月１日　至平成23年３月31日)計算書類

の内容報告の件

決議事項  

第１号議案 資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分の件

第２号議案 取締役７名選任の件

第３号議案 当社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策)の継続

導入の件

以　上
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［郵送による議決権行使の場合］

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ､平成23年６月23日

（木曜日）午後５時までに到着するようご返送ください。

［インターネットによる議決権行使の場合］

　当社指定の議決権行使ウェブサイト(http://www.it-soukai.com/)にアクセスし

ていただき、同封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パ

スワード」をご利用のうえ、画面の案内に従って、平成23年６月23日（木曜日）

午後５時までに議案に対する賛否をご入力ください。なお、インターネットによ

る議決権行使に際しましては77頁の「インターネットによる議決権行使のご案内」

をご確認くださいますようお願い申し上げます。

　

［重複行使の取扱い］

　議決権行使書用紙により議決権を行使され、インターネットでも議決権を行使

された場合は、到着日時を問わずインターネットによる議決権行使を有効なもの

とさせていただきます。また、インターネットで議決権行使を複数回された場合

は、最後の議決権行使を有効なものとさせていただきます。

　


◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。議決権

の代理行使につきましては、定款の定めにより、議決権を有する株主の方に委任する場合に限ら

れておりますので、ご了承ください。なお、代理人は１名に限らせていただくとともに、代理権

を証明する書面を当社にご提出いただきますようお願いいたします。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合には、インター

　ネット上の当社ウェブサイト（http://www.yokogawa.co.jp/）に掲載させていただきます。
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(提供書面)

　

事　 業　 報　 告

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　

１．企業集団の現況
(1) 事業の状況
①　事業の経過及び成果

当連結会計年度における世界経済は、欧米経済の回復に鈍化傾向が見られた
ものの、アジア諸国をはじめとする新興国の継続的な成長等を受け、総じて
堅調に推移しました。一方、日本経済は、新興国への輸出増加等に支えられて
年度前半は回復傾向を見せていたものの、後半は長期化の様相を呈してきた
円高等の不安材料に加え、東日本大震災の影響による企業活動の停滞や業績
悪化などの懸念材料により、景気の先行きに対する不透明感が強まりました。
このような事業環境のもと、当社グループは、当連結会計年度を「次なる

飛躍に向けた構造改革の時期」と位置づけた２年間の最終年度として、適正
人員配置等の人財施策による固定費の削減及び事業ポートフォリオの見直しを
実行しました。
当連結会計年度における当社グループの業績は、円高の影響を受けながらも

新興国の継続的な成長等に支えられ、前期と比較して売上高は増加しました。
これに加え、固定費構造の改革など企業体質強化の取り組みを続けたことに
より営業利益も増加し、これに伴い経常利益も増加しました。投資有価証券
評価損や事業構造改善費用などの特別損失により当期純損失を計上したものの、
前期と比べ損失額が減少しました。
　当期の配当につきましては、当期の純損益が赤字であること及び純資産の
状況に鑑み、株主の皆様には誠に申し訳なく存じますが、配当の実施を見送ら
せていただくことといたしました。
　
＜連結＞

売上高 3,256億20百万円（前期比    +2.8％  90億14百万円増）
営業利益 110億79百万円（前期比  +323.0％  84億60百万円増）
経常利益 85億90百万円（前期比     －   　83億51百万円増）
当期純利益 △66億92百万円（前期比 　　－ 　　81億６百万円損失減）
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　セグメント別の概況は以下のとおりです。
　当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業
会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用
しています。この適用に伴い、前期と比較し、セグメント区分には変更はあり
ませんが、セグメント情報の集計方法を変更しています。前期比較は、
前期のセグメント情報を変更後の集計方法に基づき組み替えて行っています。

　
制御事業
制御事業は、北米及び欧州市場での需要は総じて低調に推移したものの、

中国、インド、ロシア、韓国、東南アジア諸国、中東諸国などの市場では、
新規電力・エネルギープラント等の建設プロジェクトなどで需要拡大の動きが
継続し、年度を通して好調に推移しました。日本市場においては、年度前半は
紙パルプや鉄鋼、上下水道関連、電力分野で需要回復の動きが見られたものの、
後半は景気先行きへの不透明感などの影響もあり企業の設備投資は総じて低調
に推移しました。
このような市場環境のもと、当社グループは、将来のエネルギー需要拡大に

向けて投資が活発に行われている石油・天然ガスの探査、開発、生産工程で
あるアップストリーム市場や、新興国で需要拡大が続いている電力市場などに
注力しました。また、主にアジア地域における顧客工場の省エネ診断などにも
積極的に取り組みました。日本市場においては、シェア拡大に向けた営業力・
提案力・コスト競争力強化の取り組みと合わせ、サービスビジネスの拡大や
新市場への進出に向けた活動を強化しました。
　このように、市場の変化に対応した積極的な事業活動を行った結果、円高に
よる減収の影響はあったものの、制御事業の売上高は2,606億65百万円（前期
比 33億53百万円増）となりました。一方、営業利益は、前期比で為替レートが
円高に推移したこと及び研究開発費の増加等により、164億64百万円（前期比
32億49百万円減）となり、前期と比較して増収・減益となりました。
　
計測機器事業
　計測機器事業のうち半導体テスタビジネスの市場においては、モバイル機器
などの電子機器向け半導体の旺盛な需要を背景に、主にアジア及び米国市場に
おいて大手半導体メーカの設備投資は活発な動きを見せましたが、当社の主力
製品であるメモリ前工程向けテスタ分野では、ＤＲＡＭ価格の下落等の影響を
受け、顧客の活発な設備投資の動きは見られませんでした。一方、測定器ビジ
ネスの市場では、活況を呈している省エネルギー・新エネルギー関連や光通信
関連市場において、電力測定器や光測定器の需要が好調に推移しました。
　このような市場環境のもと、半導体テスタビジネスでは固定費及び研究開発
費の削減に努め、測定器ビジネスでは、新興国における省エネルギー・新エネ
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ルギー関連や光通信市場での営業活動を強化しました。
　これらの結果、計測機器事業の売上高は370億76百万円（前期比 51億50百万
円増）、営業損失は63億91百万円（前期比 118億77百万円損失減）となり、
前期と比較して売上高は増収、営業損失は減少となりました。
　
その他事業
　その他事業では、売上高は278億79百万円（前期比 ５億11百万円増）、営業
利益は10億６百万円（前期比 １億68百万円減）となり、前期と比較して
増収・減益となりました。
　　

②　設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資総額は113億37百万円となり、前期と比較して
２億12百万円増加しました。主なものとして、情報インフラ構築及び既存設備
の更新等への投資を行いました。

　　
③　資金調達の状況
　当連結会計年度の設備資金及び運転資金は、自己資金及び金融機関からの
借入金などをもって充当しました。
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(2) 財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

　 （単位：百万円）

区 分
平成19年度

第132期

平成20年度

第133期

平成21年度

第134期

平成22年度

第135期(当期)

受 注 高 455,072 374,285 315,247 334,093

売 上 高 437,448 376,534 316,606 325,620

経 常 利 益 16,453 274 239 8,590

当 期 純 利 益 11,667 △38,446 △14,799 △6,692

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 44円76銭 △149円26銭 △57円45銭 △25円98銭

総 資 産 444,644 400,959 398,792 361,233

純 資 産 224,844 171,008 157,360 145,232

 

②　当社の財産及び損益の状況
　 （単位：百万円）

区 分
平成19年度

第132期

平成20年度

第133期

平成21年度

第134期

平成22年度

第135期(当期)

受 注 高 236,045 182,940 155,382 152,818

売 上 高 238,786 184,872 156,948 153,412

経 常 利 益 △2,424 △2,151 △15,974 △4,786

当 期 純 利 益 △2,132 △40,043 △25,849 △11,705

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △８円18銭 △155円46銭 △100円36銭 △45円45銭

総 資 産 341,153 304,203 293,130 252,495

純 資 産 186,550 139,474 113,937 101,340
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係
　該当事項はありません。

　
②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出 資 比 率

主 な 事 業 内 容

横河マニュファクチャリング
株 式 会 社

5,010百万円 100.0％ 制御・計測機器の製造

Yokogawa Corporation of America 1千米ドル 100.0％
制御・計測機器の販売、
エンジニアリング、保守サービス

Y o k o g a w a  E u r o p e  B . V . 17,725千ユーロ 100.0％
制御・計測機器の販売、
エンジニアリング、保守サービス

Yokogawa Engineering Asia Pte.Ltd.
29,000千
シンガポールドル

100.0％
制御・計測機器の販売、
エンジニアリング、保守サービス

Yokogawa Middle East B.S.C.(c)
2,481千
バーレーンディナール

100.0％
制御機器の販売、
エンジニアリング、保守サービス

横河フィールドエンジニアリン
グ サ ー ビ ス 株 式 会 社

300百万円 100.0％
制御機器の販売、
エンジニアリング、保守サービス

横河電機（蘇州）有限公司 4,000百万円 100.0％ 制御機器の製造

横 河 電 子 機 器 株 式 会 社 300百万円 78.7％
防衛関連機器、航海・海洋
関連機器の製造、販売

Yokogawa Electric Asia Pte.Ltd.
31,020千
シンガポールドル

100.0％ 制御機器の製造

横河電機（中国）有限公司 119百万人民元 100.0％
制御機器の販売、
エンジニアリング、保守サービス

（注）Yokogawa Corporation of America には、資本金１千米ドルの他に、122,729千米ドルを資本準備金として

　　　出資しています。



2011/05/24 21:21:22 ／ 10729528_横河電機株式会社_招集通知

対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所及び工場

－ 8 －

(4) 対処すべき課題

当社グループは、平成23年度以降の成長に向け利益体質への転換を図るため、
平成21年度と平成22年度の２年間を「次なる飛躍に向けた構造改革の時期」と
位置づけ、固定費削減による経営効率の向上と事業ポートフォリオの見直しに
向けた諸施策を実行してきました。固定費の削減では当初目標を上回る削減を
達成しました。一方、事業ポートフォリオの見直しでは、ほぼすべての不採算
事業において撤退、縮小の方針を決定しました。平成23年度は、制御事業を中心
とする事業ポートフォリオの構築を完遂します。
平成23年３月に発生した東日本大震災の影響により、事業活動の先行きに対す

る不透明感は強まりつつあります。これらの状況に鑑み、平成23年度は、さらな
る経営効率の向上など企業体質強化の取り組みを継続するとともに、日本経済の
復興に向けた事業活動を展開していきます。
　
＜コーポレート・ガバナンスの充実に向けた課題＞
　当社グループでは、健全で持続的な成長を確保し、株主の皆様をはじめとする
ステークホルダーからの社会的信頼に応えていくことを企業経営の基本的使命と
位置づけており、「健全で利益ある経営」を実現するための重要施策として、
コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいます。
　当社取締役会では、当社グループの事業に精通した取締役と、独立性の高い
社外取締役による審議を通して、意思決定の迅速性と透明性を高めています。
また、社外監査役を含む監査役による監査を通して、取締役の業務の適法性、
効率性、意思決定プロセスの妥当性などを厳正に監視・検証し、経営に対する
監査機能の充実を図っています。
　当社グループでは、コンプライアンスの基本原則を『YOKOGAWAグループ企業
行動規範』として定めており、取締役が率先して企業倫理の遵守と浸透にあたっ
ています。また、財務報告の信頼性の確保及び意思決定の適正性の確保などを
含めた『YOKOGAWAグループ内部統制システム』を定めており、当社グループの
業務が適正かつ効率的に実施されることを確保するための内部統制システムを
整備しています。
　内部統制システムの有効性については、内部監査担当部署が年間計画に基づき
内部監査を実施し、重要な事項について取締役会及び監査役に報告しています。
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(5) 主要な事業内容（平成23年３月31日現在）

事 業 区 分 主 要 製 品

制 御 事 業
生産制御システム、流量計、差圧・圧力伝送器、プロセス分析

計、プログラマブルコントローラ、工業用記録計　等

計 測 機 器 事 業
波形測定器、光通信関連測定器、信号発生器、電力・温度・

圧力測定器、半導体テストシステム、共焦点スキャナ　等

そ の 他 事 業 航空機用計器、航海関連機器、気象・水文計測器　等

　

(6) 主要な営業所及び工場（平成23年３月31日現在）

①　当　社
本社： 東京都武蔵野市
事業所：金沢事業所　　（石川県金沢市）

　 相模原事業所　（神奈川県相模原市）
営業所：本社営業　　　（東京都武蔵野市）

　 関西支社　　　（大阪府大阪市）
　 千葉支店　　　（千葉県市原市）
　 中部支店　　　（愛知県名古屋市）
　 九州支店　　　（福岡県福岡市）

工場： 本社工場　　　（東京都武蔵野市）
　

②　子会社
営業所：Yokogawa Corporation of America （米国）

　 Yokogawa Europe B.V. （オランダ）
　 Yokogawa Engineering Asia Pte.Ltd.（シンガポール）
　 Yokogawa Middle East B.S.C.(c) （バーレーン）
　 横河電機（中国）有限公司 （中国）

工場： 横河マニュファクチャリング株式会社　
　 甲府工場（山梨県甲府市） 　
　 小峰工場（東京都あきる野市） 　
　 青梅工場（東京都青梅市） 　
　 金沢工場（石川県金沢市） 　
　 Yokogawa Electric Asia Pte.Ltd. （シンガポール）
　 横河電機（蘇州）有限公司 （中国）
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(7) 企業集団の使用人の状況（平成23年３月31日現在）

事 業 区 分 使 用 人 数

制 御 事 業 16,159名 　

計 測 機 器 事 業 2,288名 　

そ の 他 事 業 887名 　

合 計 19,334名 　

（注）使用人数は就業人員を記載しております。なお、契約社員、派遣社員などは含まれておりません。

　　

(8) 主要な借入先の状況（平成23年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 460億円

劣 後 ロ ー ン 250億円

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 200億円

（注）１．シンジケートローンは、株式会社みずほコーポレート銀行を主幹事とする協調融資によるものでありま

　　　　　す。

　　　２．劣後ローンは、６金融機関からの融資によるものであります。

　　　３．当社においては、シンジケート方式により総額300億円のコミットメントライン契約を締結しております

　　　　　が、当連結会計年度末の借入実行残高はありません。

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社は、東芝テック株式会社による国際チャート株式会社の株式に対する公開
買付けに応募し、平成23年３月14日付で公開買付けが成立・終了しました。これ
により、当社の国際チャート株式会社に対する持株比率は、従来の57.06％から
3.06％に低下し、当社は同社を連結子会社から除外しています。　
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２．会社の現況
(1) 株式の状況（平成23年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 600,000千株
②　発行済株式の総数 268,624千株
③　株主数 33,324名
④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

　 千株 ％
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 22,697 8.8

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト

信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）
18,645 7.2

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 14,284 5.5

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス

信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）
11,833 4.6

横 河 電 機 持 株 会 8,971 3.5

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託

みずほコーポレート銀行口　再信託受託者

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社

6,643 2.6

ス テ ー ト 　 ス ト リ ー ト 　 バ ン ク

ア ン ド 　 ト ラ ス ト 　 カ ン パ ニ ー
5,029 2.0

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 4,694 1.8

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託

み ず ほ 銀 行 口 　 再 信 託 受 託 者

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社

4,617 1.8

ス テ ー ト 　 ス ト リ ー ト 　 バ ン ク

アンド　トラスト　カンパニー　50 5 2 2 5
3,981 1.5

（注）１．当社は、自己株式を11,071千株保有しておりますが、上記の大株主からは除外しております。

　　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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(2) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成23年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長 内 田 　 勲 　

代 表 取 締 役 社 長 海 堀 周 造 　

取 締 役 八 木 和 則 専務執行役員　経営管理本部長

取 締 役 三 奈 木 　 輝 　 良 専務執行役員　ＩＡ事業部長

取 締 役 山 本 順 二 常務執行役員　経営企画本部長

取 締 役 内 藤 正 久
財団法人日本エネルギー経済研究所　顧問
日本工営株式会社　社外取締役
エスペック株式会社　社外取締役

取 締 役 棚 橋 康 郎
株式会社インターネットイニシアティブ　社外取締役
株式会社村田製作所　社外取締役
燦ホールディングス株式会社　社外取締役

取 締 役 勝 俣 宣 夫
丸紅株式会社　取締役会長
サッポロホールディングス株式会社　社外取締役

常 勤 監 査 役 小 柳 敬 史 　

常 勤 監 査 役 牧 野 　 清 　

監 査 役 引 馬 　 滋
一般社団法人ＣＲＤ協会　代表理事会長
旭硝子株式会社　社外監査役

監 査 役 池 田 輝 彦
みずほ信託銀行株式会社　顧問
株式会社エフエム東京　社外監査役
花王株式会社　社外取締役　

監 査 役 壱 岐 浩 一 ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社　代表取締役会長

　（注）１．取締役　内藤正久氏、棚橋康郎氏及び勝俣宣夫氏は、社外取締役であります。

２．監査役　引馬　滋氏、池田輝彦氏及び壱岐浩一氏は、社外監査役であります。

３．取締役　内藤正久氏、棚橋康郎氏、勝俣宣夫氏及び監査役　引馬　滋氏は、東京証券取引所有価証券上場

規程第436条の２にいう独立役員であります。

４．決算期後、平成23年４月１日付の組織変更に伴い、次のとおり取締役の担当に変更がありました。

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 八 木 和 則 専務執行役員　事業構造改革担当

取 締 役 三 奈 木 　 輝 　 良
専務執行役員　海外客先営業及びＩＡ開発
リスク管理担当

取 締 役 山 本 順 二 常務執行役員　国内体制構造改革担当
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②　事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏 名 退 任 日 退任事由
退 任 時 の 地 位 ・ 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

木 村 和 彦 平成22年４月19日 辞　　任
取締役　専務執行役員　ＡＴＥ事業部長
兼　横河フィールドエンジニアリング
サービス株式会社　代表取締役社長

藤 井 　 隆 平成22年６月25日 任期満了
取締役　常務執行役員　航空宇宙・特機
事業部長

　
③　取締役及び監査役の報酬等
ⅰ 各会社役員の報酬等の額又はその算定方法に係る決定に関する事項
　取締役の報酬等については、株主総会でご承認いただいた限度額の範囲内で、
配分の決定の客観性及び透明性を高めることを目的に、社外取締役２名を含む
３名の取締役で構成される「報酬委員会」を設置し、同委員会の審議を
経て決定しています。
　社外取締役を除く取締役（執行役員を兼務する者を含む。）については、
取締役の主な職務である業務執行機能及び執行役員等の職務の監督・監視機能
を維持するために有効な水準とし、かつ業績に対する連動性を持たせた構成と
しています。具体的には、市場競争力を意識した水準とし、役割に応じた固定
報酬、業績連動報酬（賞与）を報酬構成としています。
　社外取締役については、社外取締役の職責を考慮し、その報酬構成を固定
報酬のみとしています。
　監査役の報酬等についても、株主総会でご承認いただいた限度額の範囲内で
監査役の協議により決定しており、監査役（社外監査役を含む。）の職責を
考慮し、その報酬構成を固定報酬のみとしています。
 

ⅱ 取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

10名
（３名）

３億90百万円
（32百万円）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

５名
（３名）

86百万円
（32百万円）

合 計
（う　ち　社　外　役　員）

15名
（６名）

４億77百万円
（64百万円）

　（注）１．上記には、当事業年度中に退任した取締役1名及び辞任した取締役１名を含んでおります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成19年６月27日開催の第131回定時株主総会において１事業年度あたり12億円

以内（但し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成16年６月25日開催の第128回定時株主総会において１事業年度あたり１億50

百万円以内と決議いただいております。
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④　社外役員に関する事項

ⅰ　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の
　　法人等との関係
・　取締役　勝俣　宣夫氏は、丸紅株式会社の取締役会長であります。当社と

同社との間には特別の関係はありません。
・　監査役　引馬　滋氏は、一般社団法人ＣＲＤ協会の代表理事会長であり
　　ます。当社と同法人との間には特別の関係はありません。
・　監査役　壱岐　浩一氏は、ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社の代表

取締役会長であります。当社と同社との間には特別の関係はありません。
　

ⅱ　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の
　　法人等との関係
・　取締役　内藤　正久氏は、財団法人日本エネルギー経済研究所の顧問、
　　日本工営株式会社及びエスペック株式会社の社外取締役であります。当社

と財団法人日本エネルギー経済研究所、日本工営株式会社及びエスペック
株式会社との間には特別の関係はありません。

・　取締役　棚橋　康郎氏は、株式会社インターネットイニシアティブ、株式
会社村田製作所及び燦ホールディングス株式会社の社外取締役であります。
当社と株式会社インターネットイニシアティブ、株式会社村田製作所及び
燦ホールディングス株式会社との間には特別の関係はありません。

・　取締役　勝俣　宣夫氏はサッポロホールディングス株式会社の社外取締役
であります。当社と同社との間には特別の関係はありません。

・　監査役　引馬　滋氏は、旭硝子株式会社の社外監査役であります。当社と
同社との間には特別の関係はありません。

・　監査役　池田　輝彦氏は、みずほ信託銀行株式会社の顧問、株式会社エフ
エム東京の社外監査役及び花王株式会社の社外取締役であります。

　　当社とみずほ信託銀行株式会社との間には株式事務代行及び銀行取引が
　　あります。
　　当社と株式会社エフエム東京及び花王株式会社との間には特別の関係は
　　ありません。
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ⅲ　当事業年度における主な活動状況

氏 名 地 位 主 な 活 動 状 況

内 藤 正 久 社 外 取 締 役

当期開催の取締役会14回のうち14回に出席し、必要に
応じ、主にグローバル企業における社外取締役などの
豊富な経験に基づく高い見識から発言を行っておりま
す。

棚 橋 康 郎 社 外 取 締 役

当期開催の取締役会14回のうち14回に出席し、必要に
応じ、主にわが国の基幹産業における経営者としての
高い見識と新事業の立上げ・展開の経験に基づく広い
視野から発言を行っております。

勝 俣 宣 夫 社 外 取 締 役

当期開催の取締役会14回のうち13回に出席し、必要に
応じ、主にグローバル企業である総合商社における
経営者としての高い見識と経営構造改革の豊富な経験
から発言を行っております。

引 馬 　 滋 社 外 監 査 役

当期開催の取締役会14回のうち14回に、また、監査役
会16回のうち15回に出席し、必要に応じ、主に企業
財務に関する深い知識と洞察力及び豊富な経験に基づ
く高い見識から発言を行っております。

池 田 輝 彦 社 外 監 査 役

当期開催の取締役会14回のうち11回に、また、監査役
会16回のうち14回に出席し、必要に応じ、主に経験
豊富な経営者の観点と経済界における幅広い活動に基
づく高い見識から発言を行っております。

壱 岐 浩 一 社 外 監 査 役

当期開催の取締役会14回のうち14回に、また、監査役
会16回のうち15回に出席し、必要に応じ、主に経験
豊富な経営者の観点及び人財マネジメントに関する高
い見識から発言を行っております。

　
ⅳ　責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契
約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役、社外監査役ともに1,500万円
又は法令が定める額のいずれか高い額としております。
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(3) 会計監査人の状況
①　名称 有限責任監査法人トーマツ

　

②　報酬等の額

　 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 １億14百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

１億75百万円

　（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬

等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

にはこれらの合計額を記載しております。

　
　　③　非監査業務の内容

　当社は有限責任監査法人トーマツに対し、国際財務報告基準（IFRS）導入に
関する助言・指導業務を委託しております。　

　
④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、
原則として、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合
には、監査役会の同意又は請求により、会計監査人の解任又は不再任に関する
議案を株主総会に提案いたします。

　
⑤　重要な連結子会社の監査

Yokogawa Europe B.V.、Yokogawa Electric Asia Pte.Ltd.、Yokogawa
Engineering Asia Pte.Ltd.、Yokogawa Middle East B.S.C.(c)、横河電機（蘇
州）有限公司、横河電機（中国）有限公司は、当社の会計監査人以外の監査法
人（外国における当該資格に相当する資格を有するもの）の監査を受けており
ます。
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(4) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制、その
他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める
体制についての決定内容は以下のとおりです。
　
　会社法第362条第４項第６号、会社法施行規則第100条第１項及び同第３項に
基づき、以下のとおり、YOKOGAWAグループ内部統制システムを整備しています。

　
① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・ コンプライアンスの基本原則を、『YOKOGAWAグループ企業行動規範』として

定めています。取締役は、これを率先し、企業倫理の遵守と浸透にあたって
います。

・ グループを横断するコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握・対処の
ために、企業倫理担当部署を設置しています。

・ 取締役会における意思決定は、『取締役会規程』『意思決定規程』に基づい
て行っています。社外取締役を含む各取締役は、取締役会を構成する取締役
として、業務執行に関する監督責任を負っています。社外監査役を含む監査
役は、取締役の職務の執行に対して、『監査役監査基準』『監査役会規則』
に基づく監査役監査を実施しています。

　
② 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・ 『取締役会規程』『意思決定規程』に基づき、取締役会における審議の充実

と、経営会議などの取締役会以外の意思決定機関への権限委譲を図っていま
す。

・ 全社的な経営目標を定め、目標達成のための取り組みをレビューしています。
単年度の経営目標については、組織毎に四半期単位でレビューし、年間目標
の達成に向けた活動を展開しています。取締役会は、これらの経営目標の達
成状況の報告を受け、効率化を阻害する要因を排除・低減するなどの

   活動を指示し、目標達成に向けて全社としての効率性を追求する仕組みを
   展開しています。また、経営目標の達成状況をリアルタイムで把握・報告・
   活用するために、経営情報システムの整備に努めています。
　
③ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・ 『取締役会規程』、『伝達ならびに文書管理規程』『文書管理規則』に基づ

き、議事録及び保存すべき情報に関するルールと管理体制を定めています。
・ 『秘密情報管理規程』『インサイダー取引防止に関する規程』に基づき、
   情報の機密性の区分に関するルールと管理体制を定めています。また、グル

ープで業務に従事する者に対して、秘密保持に関する誓約を求めています。
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④ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・ グループで業務に従事する者が取るべき行動を、『YOKOGAWAグループコンプ

ライアンスガイドライン』として定めています。この中で、反社会的勢力と
は一切係わり合いを持たず毅然とした対応を取ることを定めています。

・ 代表取締役社長が法令等遵守の重要性を繰り返し伝えるとともに、企業倫理
担当部署が中心となってコンプライアンスに関する教育を展開しています。

・ グループで業務に従事する者には、コンプライアンス違反行為、または違反
の恐れがあると疑われる行為を認識した場合に、内部通報義務があることを
『内部通報・相談規則』として定めています。また、そのための内部通報

   窓口を設置しています。
・ コンプライアンスの徹底状況について、企業倫理担当部署がモニタリングを

実施し、重要な事項は、取締役会及び監査役に報告しています。
　
⑤ 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の
   適正を確保するための体制
・ 『企業倫理システム』、『意思決定システム』、『業務マネジメントシステ

ム』、『危機管理システム』、及び、『監査役監査の環境整備』からなる
　 展開システムごとに責任部署を定め、グループを横断する規程を定めていま

す。重要な事項については、取締役会及び監査役に報告しています。
・ 特に、財務報告の信頼性の確保の面では、経理業務の適正を確保するために、

『グループ経理規程』を定め、グループ各社の経理業務を統制してい
   ます。また、金融商品取引法に基づく内部統制報告制度に対応するために、
　 財務報告に係る内部統制の整備状況と運用状況に対する評価と開示の体制を

整備しています。
・ 『YOKOGAWAグループ内部統制システム』の有効性に関する内部監査は、『グ

ループ経営監査規程』に基づき、内部監査担当部署が実施し、重要な事項は、
取締役会及び監査役に報告しています。

・ 監査役は、グループ会社における重要事項の決定について、直接または当該
グループ会社の監査役から情報を入手し、確認することができることとして
います。

　
⑥ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・ 内部監査担当部署がリスク管理部署として、リスクを抽出・分析し、改善を

提言するとともに、重要な事項は、取締役会及び監査役に報告しています。
・ 危機事象に対する対応を、『危機管理規程』として定めています。代表取締

役社長が危機管理本部長として、危機事象が発生した時の情報伝達と指揮
   命令を統制し、人的な安全の確保及び経済的な損失の最小化を図ります。
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⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告
に関する体制
・ 取締役及び使用人は、以下に定める事項を監査役に報告することとしていま

す。
(a) 法令・定款違反に関する事項
(b) 内部監査の状況及びリスク管理に関する重要な事項
(c) 会社に著しい損害を及ぼす恐れがある事項
(d) 意思決定に関する重要な事項
(e) 経営状況に関する重要な事項
(f) 内部通報制度による通報状況に関する事項
(g) その他、コンプライアンスに関する重要な事項

　
⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・ 代表取締役社長、内部監査担当部署、企業倫理担当部署、会計監査人との
   定期的な意見交換の場を提供しています。また、取締役、重要な使用人から

ヒアリングを実施できる機会と環境を提供しています。
・ 必要に応じて、外部の専門家を任用することができることとしています。
　
⑨ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項
・ 監査役室を設置し、専任者を含む人員を置いています。
　
⑩ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
・ 監査役室の人員に関する人事異動は、監査役に事前に了解を求めています。
・ 監査役室の人員に関する人事評価は、監査役会が指名する監査役が行うこと

としています。
　

(5) 会社の支配に関する基本方針

①　会社の支配に関する基本方針の内容
　当社グループは、公開会社である株式会社の支配権の移転を伴う提案について
の判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えておりま
す。また、公開会社として当社株式の自由な売買が認められている以上、特定の
者の大規模な買付行為に応じて当社株式を売却するか否かは、最終的には株主の
皆様の判断に委ねられるべきものと考えております。
　しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、会社や株主
に対して、買付に係る提案内容や代替案を検討するための十分な時間や情報を
与えないもの、買付目的や買付後の経営方針等に鑑み、当社の企業価値・株主
共同の利益に対する侵害をもたらすおそれのあるもの、株主に株式等の売却を
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事実上強要するおそれのあるもの、買付条件が当社の企業価値・株主共同の利益
に鑑み不十分又は不適当であるもの等、企業価値・株主共同の利益に資さない
ものも想定されます。
　このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の
方針の決定を支配する者として不適切であり、このような買付行為を抑止する
ための枠組みが必要であると考えております。
　

②　会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み
ⅰ．企業理念・長期経営構想
　当社グループは、企業理念を「YOKOGAWAは 計測と制御と情報をテーマに よ
り豊かな人間社会の実現に貢献する YOKOGAWA人は良き市民であり 勇気をもっ
た開拓者であれ」と定め、産業社会へのさらなる貢献を目指してまいりました。
この理念のもとに、中長期的な視点から企業活動を健全に継続し、企業価値を
最大化することが企業としての使命であると考え、長期経営構想VISION-21＆
ACTION-21を掲げて、「健全で利益ある経営」の実現を目指しております。
　全世界のYOKOGAWAグループ“One Global YOKOGAWA”が、真に連結された経営
で経営効率を飛躍的に向上させ、最高の技術“Leading Edge Technology”をも
って、お客様の視点で課題解決“Customer Centric Solutions”することで、
「健全で利益ある経営」を実現し、企業価値の向上を図ってまいります。
　
ⅱ．コーポレート・ガバナンスの強化
　当社グループでは、健全で持続的な成長を確保し、株主の皆様をはじめとす
るステークホルダーからの社会的信頼に応えていくことを企業経営の基本的使
命と位置づけており、「健全で利益ある経営」を実現するための重要
施策として、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいます。
　当社取締役会では、当社グループの事業に精通した取締役と、独立性の
高い社外取締役による審議を通して、意思決定の迅速性と透明性を高めていま
す。また、社外監査役を含む監査役による監査を通して、取締役の業務の適法
性、効率性、意思決定プロセスの妥当性などを厳正に監視・検証し、
経営に対する監査機能の充実を図っています。
　当社グループでは、コンプライアンスの基本原則を『YOKOGAWAグループ
企業行動規範』として定めており、取締役が率先して企業倫理の遵守と浸透に
あたっています。また、財務報告の信頼性の確保及び意思決定の適正性の確保
などを含めた『YOKOGAWAグループ内部統制システム』を定めており、
当社グループの業務が適正かつ効率的に実施されることを確保するための
内部統制システムとして整備しています。
　内部統制システムの有効性について、内部監査担当部署が年間計画に基づき
内部監査を実施し、重要な事項について取締役会及び監査役に報告して
います。
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③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が
支配されることを防止するための取組み＜買収防衛策＞

　当社は、平成21年４月28日開催の取締役会において、「当社株式の大量取得行
為に関する対応策（買収防衛策）の継続導入の件」（以下「本プラン」といいま
す。）について決議し、平成21年６月29日開催の当社第133回定時株主総会にお
いて議案として上程し、承認をいただいております。本プランの概要は以下のと
おりです。
　なお、本プランの全文は、インターネット上の当社ホームページの平成21年
４月28日付プレスリリース「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛
策 ） の 継 続 導 入 に つ い て 」 （ 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ ア ド レ ス ：
http://www.yokogawa.co.jp/cp/ir/pdf/20090428-01-ja.pdf）に掲載しており
ます。
　
ⅰ．本プランの概要
(A) 本プランの発動に係る手続の設定
　本プランは、当社の株券等に対する買付その他これに類似する行為又はその
提案（以下「買付等」といいます。）が行われる場合に、買付等を行う者又は
その提案者（以下併せて「買付者等」といいます。）に対し、事前に当該買付
者等及び当該買付等に関する情報の提供を求め、当該買付等についての情報
収集・検討等を行う期間を確保し、また、株主の皆様に当社取締役会の計画や
代替案等を提示するなど、買付者等との交渉等を行う場合の手続を定めていま
す。
(B) 新株予約権の無償割当ての実施
　買付者等の行為が、当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害を
もたらすおそれのある買付等である場合には、当社は、当社取締役会決議によ
り、当社取締役会が定める一定の日における最終の株主名簿に記載された当社
以外の株主に対し、その保有する株式１株につき、買付者等が原則として権利
行使できない新株予約権１個の割合で、新株予約権（以下「本新株予約権」と
いいます。）を無償で割り当てます。本新株予約権１個当たりの目的となる
当社株式の数は１株とします。
(C) 取締役会の恣意的判断を排除するための独立委員会の設置
　本プランの発動等の運用に当たり、取締役会の恣意的判断を排除し、当社の
企業価値・株主共同の利益を確保するために、公正・客観的な判断を行い、
取締役会に本プランの発動の是非を勧告する機関として、独立性の高い社外
取締役３名及び社外有識者３名の計６名の下記記載の委員により構成される
独立委員会を設置しています。
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＜独立委員会の委員＞
　 社外取締役　内藤　正久（（財）日本エネルギー経済研究所 顧問）
　 社外取締役　棚橋　康郎（新日鉄ソリューションズ（株）元代表取締役会長）
　 社外取締役　勝俣　宣夫（丸紅（株）取締役会長）
　 社外有識者　若杉　敬明（東京経済大学 経営学部 教授）
　 社外有識者　中村　直人（中村・角田・松本法律事務所パートナー弁護士）
　 社外有識者　北川　哲雄（青山学院大学大学院 国際マネジメント研究科 教授）

(D) 本新株予約権の行使及び当社による本新株予約権の取得
　本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、買付者等以外の株主
の皆様により本新株予約権が行使された場合、又は当社による本新株予約権の
取得と引き換えに、買付者等以外の株主の皆様に対して当社株式が交付された
場合、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は約２分の１まで希釈化さ
れる可能性があります。

　
ⅱ．本プランの発動に係る手続
(A) 対象となる買付等
　当社は、本プランに基づき、下記①又は②に該当する買付等がなされたとき
に、本プランに定める手続に従い本新株予約権の無償割当てを実施いたします。
①　当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％
    以上となる買付等
②　当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等

所有割合及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる
公開買付け

(B) 買付者等に対する情報提供の要求
　当社は、上記ⅱ(A)に定める買付等を行う買付者等に対し、当社の定める
書式による買付説明書（以下「買付説明書」といいます。）及び買付者等の
買付内容の検討に必要な情報（以下「本必要情報」といいます。）に関する
質問書を、速やかに送付します。
　買付者等には、買付等の実行に先立ち、原則として、買付説明書及び本必要
情報を、買付者等が当社からこれら送付資料を受領した日から起算して、10
営業日以内に当社取締役会宛てに提出していただきます。
　当社取締役会から買付説明書及び本必要情報を送付された独立委員会は、
買付者等から提出された買付説明書又は本必要情報が買付内容の検討を行う
情報として不十分であると判断した場合、買付者等から当初提供された買付
説明書を受領した日から起算して60日を上限として独立委員会が指定する期間
（以下「情報提供期間」といいます。）内に、本必要情報を追加提出すること
を、買付者等に対して要請でき、買付者等はこれに従うものとします。但し、
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独立委員会は、情報提供期間満了日においても、本必要情報が不十分であると
判断する場合、必要に応じて更に30日を上限として情報提供期間を延長できる
ものとします。
　独立委員会は、買付者等から提出された買付説明書及び本必要情報が買付
内容の検討を行うのに必要十分な情報であると判断した場合又は情報提供期間
が満了した場合、買付者等に情報提供が完了した旨の通知（以下「情報提供
完了通知」といいます。）を発送するとともに、当社は買付者等に情報提供
完了通知を発送した旨を速やかに株主に対し情報開示します。
(C) 情報提供完了通知発送後の独立委員会による検討及び判断
　独立委員会は、情報提供完了通知の発送後60日を上限として、当社取締役会
に対して、買付者等の買付等の内容に対する意見及びその根拠資料、代替案そ
の他独立委員会が適宜必要と認める情報・資料等を提供するよう要求します。
　独立委員会は、買付者等及び当社取締役会から提供された情報を受領してか
ら、最長60日間を上限として、買付者等の買付等の内容の検討、買付者等と
当社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討等及び当社取締役会の
提供する代替案の検討を行います。
　独立委員会は、当該買付者等による買付等が本プラン発動要件のうち(a) 本
プランに定める手続を遵守しない買付等である場合に該当する場合、又は、
上記検討の結果、本プラン発動要件のうち(b) 当社の企業価値・株主共同の
利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合、(c) 強圧
的二段階買付、(d) 買付等の条件が中長期的な当社の企業価値との比較におい
て不十分又は不適当な買付等である場合のいずれか１つの要件に該当し、本
プランに基づく新株予約権の無償割当ての実施が相当であると判断した場合、
当社取締役会に対し、本新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行い
ます。(b)～(d)の場合、独立委員会は、株主総会の決議を得ることが相当であ
ると判断するときは、新株予約権の無償割当ての実施に関して事前に株主総会
の承認を得るべき旨の留保を付すことができます。
　当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して本新株予約権の
無償割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行うも
のとします。
　
ⅲ．本プランの合理性
(A) 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること
　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業
価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の
定める三原則を完全に充足しています。
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(B) 株主意思を重視するものであること（サンセット条項）
　本プランの有効期間は、平成23年３月期に関する定時株主総会の終結の時
までの２年間といたします。また、有効期間の満了前であっても、株主総会
又は取締役会の決議によって本プランを廃止することができます。
(C) 独立性の高い社外取締役等の判断の重視と情報開示
　取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、本プランの発動及び
廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会
を設置しております。
　実際に当社株式に対して買付等がなされた場合には、独立委員会が、本プラ
ンに基づく独立委員会規則に従い、当該買付等が当社の企業価値・株主共同の
利益を毀損するか否か等について取締役会への勧告を行い、当社取締役会は
その判断を最大限尊重して本新株予約権無償割当ての実施又は不実施等に関す
る会社法上の機関としての決議を行います｡このように､独立委員会によって、
取締役が恣意的に本プランの発動を行うことのないよう、厳しく監視すると
ともに、独立委員会の判断の概要については株主の皆様に情報開示するもので
あり、当社の企業価値・株主共同の利益に資するべく本プランの透明な運営が
行われる仕組みが確保されています。
(D) 合理的な客観的要件の設定
　本プランは、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように
設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを
確保しています。
(E) 第三者専門家の意見の取得
　独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバ
イザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家等を含みます。）
の助言を得ることができることとしています。これにより、独立委員会による
判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとしております。
(F) デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策でないこと
　本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によ
りいつでも廃止することができるものとされており、新しい株主構成のもとで
選任された取締役で構成される取締役会によって、本プランを廃止することが
可能です｡従って､本プランは､デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の
過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。
また、当社は、取締役任期を１年とし、期差任期制を採用していないため、本
プランはスローハンド型（取締役の交替を一度に行うことができないため、そ
の発動を阻止するのに時間がかかる買収防衛策）でもありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
　

（平成23年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資産の部

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

商品及び製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

流動資産合計

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具器具及び備品

土地

リース資産

建設仮勘定

有形固定資産合計

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

投資その他の資産合計

固定資産合計

　

　

58,663

103,492

16,477

8,745

10,250

2,829

9,853

△3,175

207,136

　

　

48,927

7,219

4,569

17,243

488

2,653

81,101

30,095

　

31,731

2,076

9,459

△368

42,899

154,096

負債の部 　

流動負債 　

支払手形及び買掛金 28,806

短期借入金 54,258

未払法人税等 3,270

賞与引当金 11,526

未払金 12,828

その他 41,402

流動負債合計 152,093

固定負債 　

長期借入金 56,739

繰延税金負債 1,672

退職給付引当金 2,067

役員退職慰労引当金 203

その他 3,224

固定負債合計 63,907

負債合計 216,000

純資産の部 　

株主資本 　

資本金 43,401

資本剰余金 50,344

利益剰余金 73,011

自己株式 △11,001

株主資本合計 155,755

その他の包括利益累計額 　

その他有価証券評価差額金 2,145

繰延ヘッジ損益 △137

年金負債調整額 △374

為替換算調整勘定 △15,686

その他の包括利益累計額合計 △14,053

少数株主持分 3,529

純資産合計 145,232

資産合計 361,233 負債純資産合計 361,233
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連 結 損 益 計 算 書

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　 （単位：百万円）

科 目 金 額

売上高 　 325,620

売上原価 　 215,130

売上総利益 　 110,489

販売費及び一般管理費 　 99,410

営業利益 　 11,079

営業外収益 　 　

受取利息 305 　

受取配当金 1,553 　

持分法による投資利益 593 　

雑益 1,302 3,754

営業外費用 　 　

支払利息 2,815 　

為替差損 1,752 　

雑損 1,676 6,244

経常利益 　 8,590

特別利益 　 　

固定資産売却益 205 　

投資有価証券売却益 502 　

国庫補助金 333 　

その他 417 1,459

特別損失 　 　

固定資産売却損 79 　

固定資産除却損 304 　

減損損失 707 　

投資有価証券評価損 2,250 　

事業構造改善費用 6,800 　

その他 931 11,074

税金等調整前当期純損失（△） 　 △1,025

法人税、住民税及び事業税 4,490 　

法人税等調整額 630 5,121

少数株主損益調整前当期純損失（△） 　 △6,146

少数株主利益（控除） 　 545

当期純損失（△） 　 △6,692
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連結株主資本等変動計算書

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　 　 　 （単位：百万円）

　 　 　 　　
　 株主資本 　 　　
　 資本金 　 　　
　 前期末残高 　 43,401　
　 当期末残高 　 43,401　
　 資本剰余金 　 　　
　 前期末残高 　 50,345　
　 当期変動額 　 　　
　 自己株式の処分 　 △0　
　 当期変動額合計 　 △0　
　 当期末残高 　 50,344　
　 利益剰余金 　 　　
　 前期末残高 　 80,303　
　 当期変動額 　 　　
　 剰余金の配当 　 △515　
　 当期純損失（△） 　 △6,692　
　 その他 　 △84　
　 当期変動額合計 　 △7,292　
　 当期末残高 　 73,011　
　 自己株式 　 　　
　 前期末残高 　 △10,991　
　 当期変動額 　 　　
　 自己株式の取得 　 △11　
　 自己株式の処分 　 1　
　 当期変動額合計 　 △9　
　 当期末残高 　 △11,001　
　 株主資本合計 　 　　
　 前期末残高 　 163,058　
　 当期変動額 　 　　
　 剰余金の配当 　 △515　
　 当期純損失（△） 　 △6,692　
　 自己株式の取得 　 △11　
　 自己株式の処分 　 1　
　 その他 　 △84　
　 当期変動額合計 　 △7,302　
　 当期末残高 　 155,755　
　 その他の包括利益累計額 　 　　
　 その他有価証券評価差額金 　 　　
　 前期末残高 　 2,450　
　 当期変動額 　 　　
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 △304　
　 当期変動額合計 　 △304　
　 当期末残高 　 2,145　
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　 　 　 （単位：百万円）

　 　 　 　　
　 繰延ヘッジ損益 　 　　
　 前期末残高 　 82　
　 当期変動額 　 　　
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 △219　
　 当期変動額合計 　 △219　
　 当期末残高 　 △137　
　 年金負債調整額 　 　　
　 前期末残高 　 △369　
　 当期変動額 　 　　
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 △5　
　 当期変動額合計 　 △5　
　 当期末残高 　 △374　
　 為替換算調整勘定 　 　　
　 前期末残高 　 △11,859　
　 当期変動額 　 　　
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 △3,827　
　 当期変動額合計 　 △3,827　
　 当期末残高 　 △15,686　
　 その他の包括利益累計額合計 　 　　
　 前期末残高 　 △9,696　
　 当期変動額 　 　　
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 △4,356　
　 当期変動額合計 　 △4,356　
　 当期末残高 　 △14,053　
　 少数株主持分 　 　　
　 前期末残高 　 3,998　
　 当期変動額 　 　　
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 △468　
　 当期変動額合計 　 △468　
　 当期末残高 　 3,529　
　 純資産合計 　 　　
　 前期末残高 　 157,360　
　 当期変動額 　 　　
　 剰余金の配当 　 △515　
　 当期純損失（△） 　 △6,692　
　 自己株式の取得 　 △11　
　 自己株式の処分 　 1　
　 その他 　 △84　
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 △4,825　
　 当期変動額合計 　 △12,127　
　 当期末残高 　 145,232　
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連結注記表
Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の状況
・連結子会社の数 85社
・主要な連結子会社の名称 「事業報告１．(3) ②重要な子会社の状況」に記載

しているため省略しています。
(2) 非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称 横河ファウンドリー株式会社
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等がいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして
いないため、連結の範囲から除外しています。

２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した非連結子会社の状況
・持分法適用の非連結子会社又は関連会社数　４社
・主要な会社等の名称 横河ファウンドリー株式会社、横河レンタ・リース

株式会社
(2) 持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の状況
・主要な会社等の名称 キューアンドエー株式会社
・持分法を適用しない理由 当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ
全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲
から除外しています。

(3) 持分法手続に関する特記事項
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業
年度に係る財務諸表を使用しています。

３．連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項
(1) 連結の範囲の変更
    連結子会社の増加７社については、下記のとおりです。　
　Yokogawa Engineering Services de Mexico, S.A. de C.V.は、重要性が増したため、横河
医療ソリューションズ株式会社は、新設分割したため、Yokogawa Electric Kazakhstan
Ltd.、Yokogawa Services Solutions Nigeria Limited、Yokogawa Nigeria Limited、横河自
控設備（上海）有限公司、横河テストソリューションズ株式会社は、新たに設立したため、
それぞれ連結の範囲に含めています。
　連結子会社の減少４社については、下記のとおりです。　
　横河電機（中国）商貿有限公司は、清算が結了したため､Yokogawa Measurement
Technologies GmbHは、連結子会社である Yokogawa Deutschland GmbHと合併したため、横河
トレーディング株式会社は、連結子会社である横河マニュファクチャリング株式会社と合併
したため、国際チャート株式会社は、株式を売却したことにより、それぞれ連結の範囲から
除外しています。　

(2) 持分法の適用の範囲の変更
　盛岡特機株式会社は、連結子会社である横河電子機器株式会社と合併したため、持分法の
範囲から除外しています。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち横河電機（蘇州）有限公司他12社については、決算日は12月31日です。
　連結計算書類作成に当たって、これらの会社については、連結決算日現在で実施した仮決算
に基づく財務諸表を使用しています。



2011/05/24 21:21:22 ／ 10729528_横河電機株式会社_招集通知

連結注記表

－ 30 －

５．会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券
・満期保有目的債券 償却原価法（定額法）によっています。
・その他有価証券
・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法によっています。

　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は主として移動平均法により算定しています。）

・時価のないもの 主として移動平均法による原価法によっています。
②　デリバティブ 時価法によっています。
③　たな卸資産
・製品、仕掛品 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってい
ます。

・その他 主として平均法による原価法（貸借対照表価額は収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってい
ます。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法　
①　有形固定資産

（リース資産を除く）
主として定率法によっています。
但し、当社及び国内連結子会社については、平成10
年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）については、定額法によっています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物及び構築物　　：３年～50年
機械装置及び運搬具：４年～10年

②　無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっています。なお、自社利用のソフトウ
ェアについては社内における利用可能期間（主とし
て５年）に基づく定額法によっています。

③　リース資産 リース期間を耐用年数とした定額法によっています。
なお、残存価額については、リース契約上に残価保
証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ
以外のものは零としています。
また、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう
ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっています。

(3) 重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しています。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、翌連結会計年度
支給見込額の当連結会計年度負担分を計上していま
す。

③　退職給付引当金 一部の連結子会社では、従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しています。

　 過去勤務債務については、その発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額を処
理しています。
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　 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発
生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年
度より費用処理しています。

④　役員退職慰労引当金 一部の連結子会社では、役員の退職慰労金の支給に
備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して
います。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準
（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）
　請負工事に係る収益の計上基準については、当連結会計年度末までの進捗部分について成
果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
を、その他の工事については工事完成基準を適用しています。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しています。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産
の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めています。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法 主として繰延ヘッジ処理によっています。なお、為

替予約及び通貨スワップについては振当処理の要件
を満たしている場合は振当処理を、金利スワップに
ついては特例処理の要件を満たしている場合は特例
処理を採用しています。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 主として外貨建の貸付金の為替変動リスクをヘッジ
するために為替予約又は通貨スワップを、借入金等
の金利変動リスクをヘッジするために金利スワップ
を利用しています。

③　ヘッジ方針 主に為替変動リスク及び金利変動リスクを回避する
ためにデリバティブ取引を利用することを基本方針
としています。

④　ヘッジ有効性評価の方法 為替予約取引及び通貨スワップ取引については、当
該取引とヘッジ対象となる資産に関する重要な条件
が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して
相場変動又は、キャッシュ・フロー変動を相殺する
ものであることが事前に想定されるため、有効性の
評価は省略しています。

　 また、金利スワップ取引については、特例処理の要
件を満たしているためヘッジの有効性の評価を省略
しています。

(7) のれんの償却方法及び償却期間
    のれんの償却については、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、定額法により規則
的に償却しています。但し、金額に重要性が乏しい場合には、発生時にその全額を償却して
います。

(8) その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理 税抜方式によっています。

６．会計方針の変更
（資産除去債務に関する会計基準の適用）
　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年
３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号
平成20年３月31日）を適用しています。この適用による連結計算書類への影響は軽微です。　
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（「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」
の適用）
　当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年３月10
日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24
号　平成20年３月10日）を適用しています。この適用による連結計算書類への影響はありませ
ん。　

７．表示方法の変更
（連結貸借対照表）
　前連結会計年度において、区分掲記していました固定資産の「長期貸付金」は、重要性の観
点から、固定資産の「その他」に含めて表示しています。なお、当連結会計年度の「長期貸付
金」は83百万円です。
　前連結会計年度において、区分掲記していました固定負債の「長期未払金」は、重要性が乏
しくなったため、固定負債の「その他」に含めて表示しています。なお、当連結会計年度の「長
期未払金」は1,101百万円です。
（連結損益計算書）
　前連結会計年度において、区分掲記していました特別損失の「事業再編損」は、重要性が乏
しくなったため、特別損失の「その他」に含めて表示しています。なお、当連結会計年度の「事
業再編損」は23百万円です。
　当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年
12月26日）に基づく「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令」（平成21年法
務省令第７号　平成21年３月27日）の適用により、「少数株主損益調整前当期純損失（△）」
の科目で表示しています。

８．追加情報
　従来、「その他有価証券」で時価のあるものについては、時価が取得原価に比べ30%以上下落
した場合に回復可能性がないと判断し減損処理を実施しておりましたが、昨今の金融市場をと
りまく環境の変化により株式市場の価格変動幅が増大したことを受け、時価の回復可能性をよ
り慎重に判断する必要性があると考え、当連結会計年度より、時価が取得原価の30%以上50%未
満下落した銘柄については過去の価格動向を検討した上で回復可能性を判断し減損処理を行っ
ています。これに伴う連結計算書類への影響は軽微です。

　
Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

　 (1) 担保に供している資産 現金及び預金 12百万円
　 　 投資有価証券 3百万円
　 　 在外子会社の事業用資産 5,132百万円
　 　 計 5,148百万円
　 (2) 担保に係る債務 支払手形及び買掛金 13百万円
　 　 計 13百万円

　上記、在外子会社の事業用資産5,132百万円は、在外子会社において包括的に担保に供して
いる売掛債権等です。

２．有形固定資産の減価償却累計額 145,857百万円
３．保証債務 103百万円
　 （うち債務保証　　97百万円）
　 （うち保証予約　　 5百万円）
４．売上債権遡求義務
　当社及び一部の連結子会社は債権譲渡契約に基づく債権流動化を行っています。
　そのうち、当社及び一部の連結子会社に遡求義務の及ぶ譲渡残高は、972百万円です。

５．年金負債調整額
　純資産の部に計上しています年金負債調整額は、米国会計基準が適用される在外連結子会社
が、米国財務会計基準審議会会計基準編纂書（FASB Accounting Standards Codification） 715
「報酬－退職給付」に従って年金負債を計上したことに伴う純資産の調整額です。
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Ⅲ．連結損益計算書に関する注記
　事業構造改善費用
  事業構造改善費用は、事業構造改革の進捗に伴う従業員転職支援及び希望退職者募集に係る
費用等6,732百万円、拠点再配置に係る費用67百万円を計上しています。
　

Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の総数に関する事項
　当連結会計年度の末日における発行済株式の総数　　普通株式 268,624,510株

２．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額等
　平成22年６月25日開催の第134回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 515百万円
・１株当たり配当金額 ２円
・基準日 平成22年３月31日
・効力発生日 平成22年６月28日

　　(2) 基準日が当連結会計年度の末日に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度に
　なるもの　

　　　　該当事項はありません。
　
Ⅴ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、主に制御・計測製品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らし
て、必要な資金を銀行借入等により調達しています。一時的な余資は安全性の高い金融資産
で運用し、また、短期的な必要資金を銀行借入及びコマーシャルペーパー等で調達していま
す。またデリバティブ取引は、借入金の金利変動リスク、外貨建債権債務の変動リスクを回
避するために利用し、投機的な取引は行わない方針です。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、当社グル
ープの債権管理基準に則り、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、信用状況
を把握する体制としています。
　投資有価証券として保有している株式は、市場価格の変動リスクがありますが、主に業務
上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、保有状況
を継続的に見直しています。
　営業債務である支払手形及び買掛金の支払期日はほとんどが１年以内です。借入金のうち
短期借入金は、主に短期的に変動する営業取引に対して、資金調達を実施しています。これ
らの営業債務などの流動負債は、その決済時において流動性のリスクに晒されていますが、
当社グループでは各社が毎月資金繰計画を見直すなどの方法により、そのリスクを回避して
います。
　長期借入金は、主に設備投資及び投融資に係る資金調達です。長期借入金については、そ
の支払金利の変動リスク回避のため、固定金利での借入を原則としており、変動金利で借入
を実施した場合、金利スワップ取引による固定化を行っています。
　外貨建債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、外貨建売上債権について原則とし
て先物為替予約又はレンジ・フォワードオプション等を、外貨建貸付金について通貨スワッ
プを利用し、リスクの軽減に取り組んでいます。
　当社グループのデリバティブ取引は、取引権限を定めた社内規程に則って執行されていま
す。当該規程では、デリバティブ取引の管理方針、リスク管理の主管部署、利用目的、利用
範囲、信用リスクを軽減させる取引相手方の選定基準、及び報告体制に関する規定が明記さ
れています。また、取引の執行者と取引管理者の間で相互牽制が働くような組織と報告体制
をとっています。
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(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めてい
ません（（注）２．を参照ください。）。

　 　 　 （単位：百万円）

　 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 58,663 58,663 －

(2) 受取手形及び売掛金 103,492 　 　

貸倒引当金（＊１） △3,175 　 　

　 100,316 100,316 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 　 　 　

①　満期保有目的の債券 0 0 －

②　その他有価証券 14,291 14,291 －

資産計 173,271 173,271 －

(1) 支払手形及び買掛金 28,806 28,806 －

(2) 短期借入金 6,071 6,071 －

(3) 未払法人税等 3,270 3,270 －

(4) 未払金 12,828 12,828 －

(5) 長期借入金（＊２） 104,925 105,839 914

負債計 155,903 156,817 914

（＊１）受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しています。
（＊２）長期借入金には１年以内に返済予定として連結貸借対照表上、短期借入金に表示している

長期借入金を含めています。
　
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい
といえることから、当該帳簿価額によっています。なお、受取手形及び売掛金につ
いては、信用リスクを個別に把握することが困難なため、貸倒引当金を信用リスク
とみなし、時価を算定しています。

(3) 有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又
は取引金融機関から提示された価格によっています。

負債
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等、(4) 未払金

これらは短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい
といえることから、当該帳簿価額によっています。
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(5) 長期借入金
これらの時価については､元利金の合計額を､新規に同様の借入れを行った場合に想
定される利率で割り引いた現在価値により算定しています。　

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　 （単位：百万円）

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非 上 場 株 式 17,440

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるも
のであるため、「資産(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めていません。

（注）３．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
　 　 　 　 （単位：百万円）

　 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10　　年　　超

現 金 及 び 預 金 58,663 － － －

受取手形及び売掛金 103,454 37 － －

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

満期保有目的の債券 － 0 － －

合計 162,118 37 － －

（注）４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額
　 　 　 　 （単位：百万円）

　 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10　　年　　超

長 期 借 入 金 48,187 30,622 960 25,155

　
Ⅵ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 550円19銭
２．１株当たり当期純損失 25円98銭

　
Ⅶ．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成23年５月11日　

　横河電機株式会社 　

　 取締役会　御中 　

　 有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ 　

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士　菅 原 邦 彦

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士　渡 辺 雅 子

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士　小 林 弘 幸

　

　　

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、横河電機株式会社の平成22年４月１日

から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結

計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対す

る意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計

方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結

計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、横河電機株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算

書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　　上
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貸　借　対　照　表
　

（平成23年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資産の部
流動資産

現金及び預金
受取手形
売掛金
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前渡金
前払費用
短期貸付金
未収入金
その他
貸倒引当金

流動資産合計
固定資産
有形固定資産

建物
構築物
機械及び装置
工具器具及び備品
土地
建設仮勘定
その他

有形固定資産合計
無形固定資産

のれん
特許権
借地権
ソフトウェア
ソフトウェア仮勘定
その他

無形固定資産合計
投資その他の資産

投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
関係会社長期貸付金
長期前払費用
差入敷金保証金
長期金融資産
その他
貸倒引当金

投資その他の資産合計
固定資産合計

　
　

24,508
1,425
47,947
3,511
2,432
1,695
136

1,326
11,079
4,282
327

△2,537
96,137

　
　

30,366
1,092
1,112
2,100
12,527
2,675

40
49,917

　
219
30
602

7,180
18,370

55
26,458

　
25,526
31,019
12,559
6,101
110

1,069
5,810
481

△2,696
79,982
156,357

負債の部 　

流動負債 　

支払手形 100

買掛金 14,003

短期借入金 1,204

一年内返済予定長期借入金 48,176

未払金 11,041

未払費用 4,423

未払法人税等 178

前受金 485

預り金 360

前受収益 436

賞与引当金 5,469

その他 5,490

流動負債合計 91,370

固定負債 　

長期借入金 56,519

長期未払金 213

長期繰延税金負債 1,433

その他 1,617

固定負債合計 59,784

負債合計 151,154

純資産の部 　

株主資本 　

資本金 43,401

資本剰余金 50,151

資本準備金 46,350

その他資本剰余金 3,801

利益剰余金 16,766

利益準備金 5,372

その他利益剰余金 11,393

固定資産圧縮積立金 1,353

別途積立金 11,783

繰越利益剰余金 △1,742

自己株式 △11,001

株主資本合計 99,317

評価・換算差額等 　

その他有価証券評価差額金 2,022

評価・換算差額等合計 2,022

純資産合計 101,340

資産合計 252,495 負債純資産合計 252,495
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損　益　計　算　書

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　 （単位：百万円）

科 目 金 額

売上高 　 　

製品売上高 　 153,412

売上原価 　 　

期首製品たな卸高 3,291 　

当期製品製造原価 119,251 　

他勘定から振替高 0 　

合計 122,543 　

他勘定へ振替高 1,516 　

期末製品たな卸高 2,734 118,292

売上総利益 　 35,119

販売費及び一般管理費 　 45,484

営業損失（△） 　 △10,364

営業外収益 　 　

受取利息 208 　

受取配当金 9,085 　

諸施設賃貸収益 1,840 　

雑益 703 11,838

営業外費用 　 　

支払利息 2,523 　

寄附金 121 　

諸施設賃貸費用 1,713 　

為替差損 949 　

雑損 953 6,260

　　経常損失（△） 　 △4,786

特別利益 　 　

固定資産売却益 176 　

投資有価証券売却益 239 　

関係会社株式売却益 947 　

国庫補助金 333 　

関係会社貸倒引当金繰戻益 525 　

その他 425 2,647

特別損失 　 　

固定資産売却損 2 　

固定資産除却損 139 　

減損損失 567 　

関係会社生産設備減損損失補償費用 39 　

投資有価証券評価損 2,247 　

事業構造改善費用 5,974 　

その他 465 9,436

税引前当期純損失（△） 　 △11,575

法人税、住民税及び事業税 153 　
法人税等調整額 △23 130

当期純損失（△） 　 △11,705
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株主資本等変動計算書

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　 　 　 （単位：百万円）

　 　 　 　　
　 株主資本 　 　　
　 資本金 　 　　
　 前期末残高 　 43,401　
　 当期末残高 　 43,401　
　 資本剰余金 　 　　
　 資本準備金 　 　　
　 前期末残高 　 46,350　
　 当期末残高 　 46,350　
　 その他資本剰余金 　 　　
　 前期末残高 　 3,801　
　 当期変動額 　 　　
　 自己株式の処分 　 △0　
　 当期変動額合計 　 △0　
　 当期末残高 　 3,801　
　 資本剰余金合計 　 　　
　 前期末残高 　 50,151　
　 当期変動額 　 　　
　 自己株式の処分 　 △0　
　 当期変動額合計 　 △0　
　 当期末残高 　 50,151　
　 利益剰余金 　 　　
　 利益準備金 　 　　
　 前期末残高 　 5,372　
　 当期末残高 　 5,372　
　 その他利益剰余金 　 　　
　 退職積立金 　 　　

　 前期末残高 　 1,255　

　 当期変動額 　     　
　 　退職積立金の取崩　 　 △1,255　
　 　当期変動額合計 　 △1,255　
　 当期末残高 　 －　
　 配当準備積立金 　 　　
　 前期末残高 　 1,235　
　 当期変動額　 　     　
　 　配当準備積立金の取崩 　 △1,235　
　 　当期変動額合計 　 △1,235　
　 当期末残高 　 －　

　 固定資産圧縮積立金 　 　　

　 前期末残高 　 1,418　
　 当期変動額 　 　　
　 固定資産圧縮積立金の取崩 　 △65　
　 当期変動額合計 　 △65　
　 当期末残高 　 1,353　
　 別途積立金 　 　　
　 前期末残高 　 11,783　
　 当期末残高 　 11,783　
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　 　 　 （単位：百万円）

　 　 　 　　
　 繰越利益剰余金 　 　　
　 前期末残高 　 7,922　
　 当期変動額 　 　　
　 退職積立金の取崩 　 1,255　
　 配当準備積立金の取崩 　 1,235　
　 固定資産圧縮積立金の取崩 　 65　
　 剰余金の配当 　 △515　
　 当期純損失（△） 　 △11,705　
　 当期変動額合計 　 △9,665　
　 当期末残高 　 △1,742　
　 利益剰余金合計 　 　　
　 前期末残高 　 28,986　
　 当期変動額 　 　　
　 剰余金の配当 　 △515　
　 当期純損失（△） 　 △11,705　
　 当期変動額合計 　 △12,220　
　 当期末残高 　 16,766　
　 自己株式 　 　　
　 前期末残高 　 △10,991　
　 当期変動額 　 　　
　 自己株式の取得 　 △11　
　 自己株式の処分 　 1　
　 当期変動額合計 　 △9　
　 当期末残高 　 △11,001　
　 株主資本合計 　 　　
　 前期末残高 　 111,548　
　 当期変動額 　 　　
　 剰余金の配当 　 △515　
　 当期純損失（△） 　 △11,705　
　 自己株式の取得 　 △11　
　 自己株式の処分 　 1　
　 当期変動額合計 　 △12,230　
　 当期末残高 　 99,317　
　 評価・換算差額等 　 　　
　 その他有価証券評価差額金 　 　　
　 前期末残高 　 2,389　
　 当期変動額 　 　　
　 株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 　 △366　
　 当期変動額合計 　 △366　
　 当期末残高 　 2,022　
　 評価・換算差額等合計 　 　　
　 前期末残高 　 2,389　
　 当期変動額 　 　　
　 株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 　 △366　
　 当期変動額合計 　 △366　
　 当期末残高 　 2,022　
　 純資産合計 　 　　
　 前期末残高 　 113,937　
　 当期変動額 　 　　
　 剰余金の配当 　 △515　
　 当期純損失（△） 　 △11,705　
　 自己株式の取得 　 △11　
　 自己株式の処分 　 1　
　 株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 　 △366　
　 当期変動額合計 　 △12,596　
　 当期末残高 　 101,340　
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個別注記表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券
①　満期保有目的債券 償却原価法（定額法）によっています。
②　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっています。
③　その他有価証券
・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法によっています。

　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定しています。）

・時価のないもの 移動平均法による原価法によっています。
(2) デリバティブ 時価法によっています。
(3) たな卸資産
①　製品、仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）によっています。
②　半製品、原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）によっています。
③　貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってい
ます。

２．固定資産の減価償却の方法 　
(1) 有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法によっています。
但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物
附属設備を除く）については定額法を採用していま
す。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物：３年～50年　　機械及び装置：４年～７年

(2) 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっています。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に
おける利用可能期間（５年間）に基づく定額法を採
用しています。

(3) リース資産 リース期間を耐用年数とした定額法によっています。
　 なお、残存価額については、リース契約上に残価保

証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ
以外のものは零としています。

　 また、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう
ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっています。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しています。

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌期支
給見込額の当期負担分を計上しています。

４．収益及び費用の計上基準 　
完成工事高及び完成工事原価の
計上基準

請負工事に係る収益の計上基準については、当事業
年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め
られる工事については工事進行基準（工事の進捗率
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の見積りは原価比例法）を、その他の工事について
は工事完成基準を適用しています。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しています。

６．ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっています。なお、為替予約及

び通貨スワップについては振当処理の要件を満たし
ている場合は振当処理を、金利スワップについては
特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採
用しています。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 外貨建の貸付金の為替変動リスクをヘッジするため
に為替予約又は通貨スワップを、借入金等の金利変
動リスクをヘッジするために金利スワップを利用し
ています。

(3) ヘッジ方針 主に為替変動リスク及び金利変動リスクを回避する
ためにデリバティブ取引を利用することを基本方針
としています。

(4) ヘッジ有効性評価の方法 為替予約取引及び通貨スワップ取引については、当
該取引とヘッジ対象となる資産に関する重要な条件
が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して
相場変動又は、キャッシュ・フロー変動を相殺する
ものであることが事前に想定されるため、有効性の
評価は省略しています。

　 また、金利スワップ取引については、特例処理の要
件を満たしているためヘッジの有効性の評価を省略
しています。

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 税抜方式によっています。

８．会計方針の変更
　（資産除去債務に関する会計基準の適用）
　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月
31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平
成20年３月31日）を適用しています。この適用による計算書類への影響は軽微です。　
９．表示方法の変更
  （損益計算書）

　前事業年度において区分掲記していました「損害賠償金」（当事業年度は98百万円）及び「外
国源泉税」（当事業年度は69百万円）は金額が僅少のため、当事業年度より「雑損」に含めて
います。
  前事業年度において特別損失の「その他」に含めていました「事業構造改善費用」は、特別
損失総額の100分の10を超えたため、当事業年度より区分掲記しています。なお、前事業年度の
「事業構造改善費用」は50百万円です。

10．追加情報
　従来、「その他有価証券」で時価のあるものについては、時価が取得原価に比べ30%以上下落
した場合に回復可能性がないと判断し減損処理を実施しておりましたが、昨今の金融市場をと
りまく環境の変化により株式市場の価格変動幅が増大したことを受け、時価の回復可能性をよ
り慎重に判断する必要性があると考え、当事業年度より、時価が取得原価の30%以上50%未満下
落した銘柄については過去の価格動向を検討した上で回復可能性を判断し減損処理を行ってい
ます。これに伴う計算書類への影響はありません。
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
(1) 短期金銭債権 29,222百万円
(2) 長期金銭債権 6,261百万円
(3) 短期金銭債務 14,355百万円
(4) 長期金銭債務 349百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 85,146百万円
３．保証債務 18,388百万円
　 （うち債務保証　　　3,824百万円）
　 （うち保証予約　 　14,564百万円）
４．売上債権遡求義務
　売掛金及び受取手形の一部を、債権流動化の目的で譲渡しています。
　そのうち、当社に遡求義務の及ぶ譲渡残高は、受取手形265百万円です。
　

Ⅲ．損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高　　　　　　　　　関係会社との取引高は下記のとおりです。

売上高 52,450百万円
仕入高 85,524百万円
営業取引以外の取引高 17,673百万円

２．減損損失
　当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用 途 種 類 場 所

事 業 用 資 産
建物、機械及び装置、工具器
具及び備品、ソフトウェア等

東京都武蔵野市
神奈川県相模原市等

除 却 予 定 資 産
建物、機械及び装置、工具器
具及び備品

大阪府大阪市等

遊 休 資 産
建物、土地、工具器具及び備
品

東京都武蔵野市等

（資産種類ごとの減損損失の内訳）

種 類 減損損失の金額（百万円）

建 物 238

機 械 及 び 装 置 35

工 具 器 具 及 び 備 品 160

土 地 122

そ の 他 （ソ フ ト ウ ェ ア 等） 10

合 計 567

（減損損失の認識に至った経緯）
　事業用資産については、計測機器事業の収益性悪化及び一部撤退により、将来キャッシュ・
フローが帳簿価額を下回っているため、回収可能価額まで減額し、減損損失226百万円を特別損
失に計上しました。 
　除却予定資産については、取壊しの決定又は使用中止の決定に伴い、減損損失75百万円を特
別損失に計上しました。



2011/05/24 21:21:22 ／ 10729528_横河電機株式会社_招集通知

個別注記表

－ 44 －

　遊休資産については、将来の用途が定まっていないため、回収可能価額まで減額し、減損損
失265百万円を特別損失に計上しました。
（グルーピングの方法）
　事業用資産については、管理会計の区分に基づきグルーピングしています。
　除却予定資産及び遊休資産については、個別物件単位でグルーピングしています。
（回収可能価額の算定方法等）
　事業用資産及び遊休資産は、正味売却価額により測定しており、除却予定資産は、帳簿価額
に基づき算定しています。
３．事業構造改善費用
　事業構造改善費用は、事業構造改革の進捗に伴う従業員転職支援及び希望退職者募集に係る
費用5,906百万円等を計上しています。
　

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末株式数(千株) 当事業年度増加株式数(千株) 当事業年度減少株式数(千株) 当事業年度末株式数(千株)

普通株式(注) 11,055 17 1 11,071

合 計 11,055 17 1 11,071

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加17千株は、単元未満株式の買取りによるものです。
       ２．普通株式の自己株式の減少１千株は、単元未満株式の売却によるものです。
　
Ⅴ．税効果に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産 　
　 関係会社株式出資金評価損 7,700百万円
　 投資有価証券評価損 2,931百万円
　 たな卸資産評価損 2,711百万円
　 賞与引当金 2,133百万円
　 減損損失 2,047百万円
　 貸倒引当金 1,886百万円
　 事業構造改善費用 1,098百万円
　 退職給付制度変更による未払金 879百万円
　 ゴルフ会員権評価損 237百万円
　 減価償却超過額 144百万円
　 繰越欠損金 33,753百万円
　 その他 2,824百万円
　 繰延税金資産小計 58,349百万円
　 評価性引当額 △58,349百万円
　 繰延税金資産合計 －百万円
　 繰延税金負債 　
　 固定資産圧縮積立金 △928百万円
　 その他有価証券評価差額金 △484百万円
　 その他 △21百万円
　 繰延税金負債合計 △1,433百万円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別
の内訳

　 法定実効税率 40.7％
　 （調整） 　
　 交際費等永久に損金に算入されない項目 △1.2％
　 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 26.7％
　 繰延税金資産に対する評価性引当額 △66.0％
　 住民税均等割額 △0.4％
　 その他 △0.9％
　 税効果会計適用後の法人税等の負担率 △1.1％
　
Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記
　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前
のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内
容は次のとおりです。
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高

相当額
　 　 　 　 （単位：百万円）

　 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

機 械 及 び 装 置 18 7 11 0

工具器具及び備品 184 87 － 96

ソ フ ト ウ ェ ア 16 13 － 2

合 計 219 109 11 98

２．未経過リース料期末残高相当額等
　未経過リース料期末残高相当額

　 １年内 28百万円
　 １年超 70百万円
　 合計 98百万円

リース資産減損勘定の残高 5百万円
　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しています。
３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 36百万円
リース資産減損勘定の取崩額 3百万円
減価償却費相当額 33百万円

４．減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。
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Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

属 性 会 社 等 の 名 称
資本金又は
出 資 金

事 業 の 内 容
議決権等の所有
(被所有)割合

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

子 会 社
横河マニュファクチャ
リ ン グ 株 式 会 社

5,010
百万円
　　

制 御 ・ 計 測
機 器 の 製 造

所有
直接　100％

－

当社制御・
計測機器の
製造、不動
産 の 賃 貸

製品の仕入(注１) 43,833 買 掛 金 2,882

たな卸資産評価損
及び減損損失の補
償 （ 注 ２ ） 　

　
39
　

未 払 金 1,599

その他流動負債 752

その他固定負債 268

子 会 社 横河商事株式会社
90

百万円
制御・計測機器の販
売 、 保 険 代 理 業

所有
直接 　50％

－
当社制御・計測
機 器 の 販 売

製品の販売 8,088 売 掛 金 4,095

子 会 社
横河エレクトロニクス・マニ
ファクチャリング株式会社

10
百万円

制 御 ・ 計 測
機 器 の 製 造

所有
直接　100％

－ －

資金の貸付(注３)
利息の受取
土地、建物
等 の 譲 受
（注４）　

5,035
22
　

3,059

短期貸付金 1,505

子 会 社
Yokogawa Engineering
Asia Pte.Ltd.

29,000
千シンガポール

ドル

制御・計測機器の販売、
エンジニアリング、保
守 サ ー ビ ス

所有
直接　100％

－

当社制御・計測
機 器 の

販売、エンジニ

アリング　

配 当 の 受 取 1,877 － －

子 会 社
Yokogawa Middle
East B.S.C.(c)

2,481
千バーレーン

ディナール

制 御 機 器 の 販 売 、
エンジニアリング、保
守 サ ー ビ ス

所有
直接　100％

－
当社制御機器の
販売、エンジニ
ア リ ン グ

配 当 の 受 取
保証予約等(注５)

2,481
5,933

－ －

上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてい
ます。
（注）１．製品の仕入については、横河マニュファクチャリング株式会社の製造原価を基に協議

の上決定しています。
２．横河マニュファクチャリング株式会社が所有するたな卸資産及び固定資産について、

当社の事業責任において負担すべき損失金額を計上しています。
３．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率は合理的に決定しています。また、

取引金額はＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に係るものであり、取引
金額欄には月末平均残高を記載しています。

４．土地、建物等の譲受については、公示価格等を勘案し、協議の上決定しています。　
５．子会社における金融機関からの借入金等に対して保証予約等を行っています。

　
Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 393円47銭
２．１株当たり当期純損失 45円45銭

　
Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成23年５月11日　

　横河電機株式会社 　

　 取締役会　御中 　

　 有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ 　

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士　菅 原 邦 彦

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士　渡 辺 雅 子

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士　小 林 弘 幸

　

　　

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、横河電機株式会社の平成22年４

月１日から平成23年３月31日までの第135期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、

監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　　上
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監査役会の監査報告

　 監　査　報　告　書 　

　　

　当監査役会は、平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第135期事業年度の取締役の職

務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に

従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の

環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等

を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、

事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則

第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基

づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその

構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明

いたしました。

　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任監査法人トーマツから

当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各

取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討

を加えました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換

を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業

年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保

するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要

に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結

計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）

について検討いたしました。
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　２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、

指摘すべき事項は認められません。

四　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に

関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載され

ている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであ

り、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維

持を目的とするものではないと認めます。

(2) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　

　

　 平成23年５月19日 　

　 横河電機株式会社　監　査　役　会 　

　

常勤監査役 小 柳 敬 史
常勤監査役 牧 野 　 清
社外監査役 引 馬 　 滋
社外監査役 池 田 輝 彦
社外監査役 壱 岐 浩 一

　

　

以　　上
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株主総会参考書類
　

　

第１号議案　　資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分の件
　当社は、今後の資本政策の柔軟性及び機動性を確保するため、会社法第448条
第１項の規定に基づき、資本準備金の一部及び利益準備金の全額を減少いたします
とともに、会社法第452条の規定に基づき、剰余金の処分をいたしたいと存じ
ます。

　
１． 資本準備金及び利益準備金の額の減少に関する事項
　
（１）減少する準備金の項目及びその額

資本準備金　　　　　10,000,000,000円
利益準備金　　　　　 5,372,415,957円

　
（２）増加する剰余金の項目及びその額

その他資本剰余金　　10,000,000,000円
繰越利益剰余金　　   5,372,415,957円

　
（３）資本準備金及び利益準備金の額の減少がその効力を生ずる日　

平成23年８月10日　
　

２． 剰余金の処分に関する事項
　
（１）減少する剰余金の項目及びその額

別途積立金      　　11,783,500,000円
　
（２）増加する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金      11,783,500,000円



2011/05/24 21:21:22 ／ 10729528_横河電機株式会社_招集通知

取締役選任議案

－ 51 －

第２号議案　取締役７名選任の件

　取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、１名減員して、取締役７名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
生 年 月 日

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 数

1

か い ほ り

海　堀 　
し ゅ う ぞ う

周　造

昭和23年１月31日生

昭和48年４月　当社入社
平成17年４月　執行役員　IA事業部長
平成18年４月　常務執行役員　IA事業部長
平成18年６月　取締役　常務執行役員　IA事業部長
平成19年４月　代表取締役社長
              現在に至る

80,757株

2

な

奈　
ら

良　　　
ひとし

寿

昭和38年１月23日生

昭和60年４月　当社入社
平成13年10月　Yokogawa Engineering Asia Pte. Ltd.　副社長
平成15年10月　Yokogawa (Thailand) Ltd. 社長
平成19年１月　ソリューション事業部　第１営業本部長
平成22年４月　常務執行役員　ソリューション営業本部長
平成23年４月　常務執行役員　ソリューション営業統括本部長

現在に至る　

11,145株

3

く ろ す

黒　須　　　
さとる

聡

昭和35年12月25日生

昭和58年４月　当社入社
平成18年４月　執行役員　IA事業部マーケティングセンター長
平成19年４月　常務執行役員　IA事業部長
平成21年４月　常務執行役員　グローバル営業本部長
平成22年４月　Yokogawa Engineering Asia Pte. Ltd.　社長
平成23年４月　常務執行役員　IAマーケティング本部長
　　　　　　　現在に至る

31,995株

4

に し じ ま

西　島 　
た か し

剛　志

昭和32年８月12日生

昭和56年４月　㈱北辰電機製作所（現　横河電機㈱）入社
平成13年４月　プロダクト事業部フィールド技術２部長
平成17年４月　IA事業部プロダクト事業センター
　　　　　　　フィールド機器PMK部長
平成20年10月　IA事業部プロダクト事業センター長
平成22年４月　横河メータ＆インスツルメンツ㈱　社長
　　　　　　　現在に至る　

13,706株
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候補者
番　号

氏 名
生 年 月 日

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 数

5

た な は し

棚　橋 　
や す ろ う

康　郎

昭和16年１月４日生

昭和38年４月　富士製鐵㈱（現　新日本製鐵㈱）入社
平成７年６月　同社　取締役　エレクトロニクス・

情報通信事業部長
平成９年４月　同社　常務取締役（新規事業全般管掌）
平成12年４月　新日鉄情報通信システム㈱（現　新日鉄
              ソリューションズ㈱）　代表取締役社長
平成15年４月　同社　代表取締役会長
平成19年６月　同社　相談役

当社取締役　現在に至る
（重要な兼職の状況）
株式会社インターネットイニシアティブ　社外取締役
株式会社村田製作所　社外取締役
燦ホールディングス株式会社　社外取締役

0株

6

か つ ま た

勝　俣 　
の ぶ お

宣　夫

昭和17年12月５日生

昭和41年４月　丸紅飯田㈱（現　丸紅㈱）入社
平成８年６月　同社　取締役
平成11年４月　同社　代表取締役　常務取締役
平成13年４月　同社　代表取締役　専務取締役
平成15年４月　同社　代表取締役社長
平成20年４月　同社　取締役会長
平成21年６月　当社取締役　現在に至る
（重要な兼職の状況）
丸紅株式会社　取締役会長
サッポロホールディングス株式会社　社外取締役

0株

7

う ら の

浦　野 　
み つ ど

光　人

昭和23年３月20日生

昭和46年４月　日本冷蔵㈱（現　㈱ニチレイ）入社
平成９年４月　同社　経営企画部長
平成11年６月　同社　取締役
平成13年６月　同社　代表取締役社長
平成19年６月　同社　代表取締役会長　現在に至る
（重要な兼職の状況）
株式会社ニチレイ　代表取締役会長　
社団法人日本冷凍食品協会　会長
財団法人産業教育振興中央会　理事長
三井不動産株式会社　社外取締役
JXホールディングス株式会社　社外監査役
株式会社NSD　社外監査役

0株
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（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．奈良寿、黒須聡、西島剛志及び浦野光人の４氏は、新任候補者であります。　

３．棚橋康郎、勝俣宣夫及び浦野光人の３氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者

であります。

４．当社は、棚橋康郎及び勝俣宣夫の両氏を東京証券取引所有価証券上場規程第436条の２に定める独立役員と

して指定し、同取引所に届け出ており、選任された場合、両氏は引き続き独立役員となる予定です。

　　また、浦野光人氏は東京証券取引所有価証券上場規程第436条の２に定める独立役員としての要件を満たし

ており、選任された場合、当社は同氏を独立役員として同取引所に届け出る予定です。　

５．社外取締役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。

(1) 社外取締役候補者の選任理由について

①　棚橋康郎氏につきましては、主にわが国の基幹産業における経営者としての高い見識と新事業の立上げ

・展開の経験に基づく広い視野を当社の経営に反映することで、経営の妥当性、客観性、透明性を向上

させるため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

②　勝俣宣夫氏につきましては、主にグローバル企業である総合商社における経営者としての高い見識と

経営構造改革の豊富な経験を当社の経営に反映することで､経営の妥当性､客観性､透明性を向上させる

ため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

③　浦野光人氏につきましては、経営者としての高い見識と豊富な経験を当社の経営に反映することで､

    経営の妥当性､客観性､透明性を向上させるため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

(2) 社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数について

①　棚橋康郎氏の社外取締役の在任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって４年であります。

②　勝俣宣夫氏の社外取締役の在任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって２年であります。

③　浦野光人氏は、本定時株主総会で新たに社外取締役に選任をお願いするものであります。　

(3) 社外取締役との責任限定契約について

当社は、棚橋康郎及び勝俣宣夫の両氏との間で責任限定契約を締結しており、両氏の再任が承認された

場合、両氏との間の当該契約を継続する予定であります。また、浦野光人氏の選任が承認された場合、同様

の責任限定契約を締結する予定です。当該契約の概要は、次のとおりであります。　

会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約で、当該契約に

基づく損害賠償責任の限度額は、1,500万円又は法令が定める額のいずれか高い額とします。
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第３号議案　当社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策)の継続導入の件

当社は、平成21年６月29日開催の第133回定時株主総会において「当社株式の
大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の継続導入の件」（以下「現プラン」
といいます。）をご承認いただき、買収防衛策を継続導入いたしました。現プラン
の有効期間は本総会終結の時をもって満了いたします。当社は、現プランの有効期
間の満了を迎えるにあたり、平成23年５月13日開催の当社取締役会において、会社
法施行規則第118条第３号本文に定める「株式会社の支配に関する基本方針」を
改めて決議するとともに、本総会において株主の皆様からご承認をいただけること
を条件として、現プランを一部改訂したもの(以下、改訂された新しい買収防衛策
を「本プラン」といいます。)を継続導入することを決議いたしました。
つきましては、株主の皆様に本プランを継続導入することにつきご承認をお願い

するものです。
　

１．提案の理由
(1) 会社の支配に関する基本方針

当社は、公開会社として当社株式の自由な売買が認められている以上、特定の
者の大規模な買付行為に応じて当社株式を売却するか否かは、最終的には株主の
皆様の判断に委ねられるべきものと考えております。また、当社株式に対する
大規模な買付行為があった場合においても、これが当社の企業価値の向上及び
株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありませ
ん。
　しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、株主や会社
に対して、買付に係る提案内容や代替案を検討するための十分な時間や情報を
与えないもの、買付目的や買付後の経営方針等に鑑み、当社の企業価値・株主
共同の利益に対する侵害をもたらすおそれのあるもの、株主に株式等の売却を
事実上強要するおそれのあるもの、買付条件が当社の企業価値・株主共同の利益
に鑑み不十分又は不適当であるもの等、企業価値・株主共同の利益に資さない
ものも想定されます。
　このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の
方針の決定を支配する者として不適切であると考えております。
　以上のことから、当社は、大規模買付者が現れた場合は、当該大規模買付者の
買付条件並びに買付後の経営方針及び事業計画等の提案内容を、取締役会の意見
及び代替案も含めて、当社の株主の皆様が検討するための手続及び十分な時間を
確保することが重要であると考えております。

　

(2) 会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み
① 企業理念及び中期経営方針
当社グループは、企業理念を「YOKOGAWAは 計測と制御と情報をテーマに より

豊かな人間社会の実現に貢献する　YOKOGAWA人は良き市民であり 勇気をもった
開拓者であれ」と定めています。この理念のもとに、企業活動を健全に継続し、
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企業価値を最大化する「健全で利益ある経営」をするとともに、お客様のビジネ
ス視点で、お客様の付加価値向上につながるソリューションサービスを提供する
ことで、地球環境保全、持続可能な社会の実現に貢献していきます。
　
② コーポレート・ガバナンスの強化
当社グループでは、健全で持続的な成長を確保し、株主の皆様をはじめとする

ステークホルダーからの社会的信頼に応えていくことを企業経営の基本的使命と
位置づけており、「健全で利益ある経営」を実現するための重要施策として、
コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいます。
当社取締役会では、当社グループの事業に精通した取締役と、独立性の高い

社外取締役による審議を通して、意思決定の迅速性と透明性を高めております。
また、社外監査役を含む監査役による監査を通して、取締役の業務の適法性、
効率性、意思決定プロセスの妥当性等を厳正に監視・検証し、経営に対する監査
機能の充実を図っています。
当社グループでは、コンプライアンスの基本原則を「YOKOGAWAグループ企業

行動規範」として定めており、取締役が率先して企業倫理の遵守と浸透にあたっ
ています。また、財務報告の信頼性の確保及び意思決定の適正性の確保などを
含めた「YOKOGAWAグループ内部統制システム」を定めており、当社グループの
業務が適正かつ効率的に実施されることを確保するための内部統制システムを
整備しています。
内部統制システムの有効性については、内部監査担当部署が年間計画に基づき

内部監査を実施し、重要な事項について取締役会及び監査役に報告しています。
　
(3) 本プラン継続導入の目的
　当社は、大規模買付者による大規模買付行為の是非を、株主の皆様に適切に
判断していただくためには、大規模買付者と取締役会の双方から必要かつ十分な
情報が提供されることが不可欠であると考えています。具体的には、大規模買付
行為が行われようとする場合、大規模買付者に対して大規模買付行為が当社の
企業価値及び株主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断するために必要かつ十分
な情報を提供するように求めること、大規模買付者の提案に対する取締役会の
意見、代替案等の情報を株主の皆様の判断の参考に供すること、さらに、大規模
買付者との交渉を行う等のプロセスを確保することが重要であると考えておりま
す。これらのプロセスを遵守しない買付行為等に対する対抗措置が必要であるた
め、本プランを継続導入するものです。

　
２．提案の内容
(1) 本プランの継続導入手続
　本プランの継続導入については、その重要性に鑑み、改めて株主の皆様のご意
見を広く反映させることが適切であると判断いたしました。そこで、本プランの
継続導入について、本定時株主総会においてご審議いただき、ご承認をお願いす
るものであります。本プランの継続導入は、本プランの継続導入に関する議案が、
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本定時株主総会に出席された株主の皆様の議決権の過半数の賛成をいただくこと
を条件といたします。

　
(2) 本プランの内容
 (A) 対象となる買付等
　本プランは、下記①又は②に該当する当社の株券等に対する買付その他これに

類似する行為又はその提案 1 （以下併せて「買付等」といいます。）が行われる
場合を適用対象とします。本プランは、買付等を行う者又はその提案者（以下併
せて「買付者等」といいます。）に対し、事前に当該買付者等及び当該買付等に
関する情報の提供を求め、当該買付等についての情報収集・検討等を行う期間を
確保し、また、株主の皆様に当社取締役会の計画や代替案等を提示するなど、当
該買付者等との交渉等を行う場合の手続を定めています。
　買付者等は本プランを遵守するものとします。

　
記

①当社が発行者である株券等 2 について、保有者 3 の株券等保有割合 4 が20％
以上となる買付等

②当社が発行者である株券等 5 について、公開買付け 6 に係る株券等の株券等

所有割合 7 及びその特別関係者 8 の株券等所有割合の合計が20％以上となる
公開買付け

　
 (B) 買付者等に求める情報提供等

当社は、上記(A)に定める買付等を行う買付者等に対し、当社取締役会が友好
的買付けであると認めた場合を除き、当社の定める書式による、当該買付者等が
買付等に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を日本語で記載
した書面（以下「買付説明書」といいます。）及び当社の定める書式による、下
記の各号に定める買付者等の買付内容の検討に必要な日本語で作成された情報
（以下「本必要情報」といいます。）に関する質問書を速やかに送付します。
　買付者等には、買付等の実行に先立ち、原則として、買付説明書及び本必要
情報を、買付者等が当社からのこれらの送付資料を受領した日から起算して、10
営業日以内に当社取締役会宛てに提出していただきます。なお、当社取締役会は
買付説明書及び本必要情報を受領後速やかに独立委員会に送付します。
独立委員会は、買付者等から提出された買付説明書又は本必要情報が買付内容

の検討を行うのに必要な情報として不十分であると判断した場合には、買付者等
から当初提供された買付説明書を受領した日から起算して、60日を上限として
独立委員会が指定する期間（以下「情報提供期間」といいます。）内に、かかる
検討を行うのに必要な情報として十分な本必要情報を追加的に提出することを、
自ら又は当社取締役会を通じて、買付者等に対して要請できるものとし、かかる
要求がなされた場合、買付者等はこれに従うものとします。但し、独立委員会
は、情報提供期間満了日においても、買付内容の検討を行うのに必要な情報が
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未だ不十分であると判断する場合、必要に応じてさらに30日を上限として情報
提供期間を延長することができるものとします。なお、独立委員会が買付者等に
対して情報提供を要請する場合、その都度、必要に応じて回答期限を設定するこ
とがあります。
独立委員会は、買付説明書又は本必要情報が買付内容の検討を行うのに必要な

情報として不十分であると判断される場合であっても、情報提供期間が満了した
時（情報提供期間が延長された場合には延長された情報提供期間が満了した時）
は、その時点以降、買付者等に対し追加的に情報提供を求めないものとします。
独立委員会は、情報提供期間満了前であっても買付者等から提出された買付

説明書及び本必要情報が買付内容の検討を行うのに必要十分な情報であると判断
した場合又は情報提供期間が満了した場合（情報提供期間が延長された場合には
延長された情報提供期間が満了した場合）、買付者等に情報提供が完了した旨の
通知(以下｢情報提供完了通知｣といいます。)を発送するとともに、当社は、買付
者等に情報提供完了通知を発送した旨を速やかに株主に対し情報開示します。

　
記

①買付者等及びそのグループ（共同保有者 9 、特別関係者及び買付者等を被支配

法人等 10 とする者の特別関係者）の詳細（名称、資本関係、財務内容、
　経営成績、過去の法令違反等の有無及び内容、当該買付者等による買付等と

　同種の過去の取引の詳細等を含みます。） 11

②買付等の目的、方法及び内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、
　関連する取引の仕組み、買付等の方法の適法性、買付等の実現可能性に関する

情報等を含みます。）
③買付等の価額の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に
　用いた数値情報及び買付等に係る一連の取引により生じることが予想される
　シナジー効果の内容（そのうち他の株主に対して分配されるシナジーの内容を

含みます。）及びその算定根拠を含みます。）
④買付等の資金の裏付け（買付等の資金の提供者（実質的提供者を含みます。）

の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。）
⑤買付等の後の当社グループの経営方針、事業計画、資本政策、配当政策及び
　資産運用方針
⑥買付等の後における当社の株主、従業員、取引先、顧客その他の当社に係る
　利害関係者の処遇方針
⑦当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策
⑧その他当社取締役会又は独立委員会が合理的に必要と判断する情報

　
 (C) 情報提供完了通知発送後の独立委員会による検討
① 当社取締役会に対する情報提供の要求
独立委員会は、情報提供完了通知の発送後、当社の企業価値・株主共同の利益

の確保・向上という観点から買付説明書及び本必要情報の内容と当社取締役会の



2011/05/24 21:21:22 ／ 10729528_横河電機株式会社_招集通知

買収防衛策の継続導入議案

－ 58 －

事業計画、当社取締役会による企業評価等との比較検討を行うために、当社取締
役会に対しても、適宜回答期限（買付者等に情報提供完了通知を発送した日から
60日を上限とします。）を定めた上、買付者等の買付等の内容に対する意見及び
その根拠資料、代替案その他独立委員会が適宜必要と認める情報・資料等を提供
するよう要求します。
② 独立委員会による買付等の内容の検討
独立委員会は、買付者等及び当社取締役会から提供された情報を受領してから

最長60日間（以下「独立委員会検討期間」といいます。）、買付者等の買付等の
内容の検討、買付者等と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討
等及び当社取締役会の提供する代替案の検討を行います。
独立委員会の判断が、当社の企業価値・株主共同の利益に資するようになされ

ることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファ
イナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の
専門家等）からの助言を得ることができるものとします。
③ 情報開示
当社は、買付者等が現れた事実、買付者等から買付説明書が提出された事実、

独立委員会検討期間が開始した事実、当社取締役会が独立委員会に代替案を提示
した事実及び本必要情報その他の情報のうち独立委員会が適切と判断する事項に
ついて、独立委員会が適切と判断する時点で株主の皆様に対する情報開示を行い
ます。

　
 (D) 独立委員会における判断方法

独立委員会は、買付者等が出現した場合において、以下のとおり当社取締役会
に対する勧告等の手続を行うものとします。
① 独立委員会が本プランの発動を勧告する場合
独立委員会は、買付者等による買付等が下記要件（以下「本プラン発動要件」

といいます。）のうち(a)の要件に該当する場合、又は上記検討の結果、買付者
等による買付等が本プラン発動要件のうち(b)から(d)のいずれか１つの要件に
該当し、本プランに基づき新株予約権(その主な内容は下記(3)「本新株予約権の
無償割当ての概要」において述べるものとし、以下「本新株予約権」といいます。)
の無償割当てを実施することが相当であると判断した場合には、当社取締役会に
対して、本新株予約権の無償割当てを実施すべき旨を勧告します。
　なお、独立委員会は、買付者等による買付等が本プラン発動要件のうち(b)か
ら(d)のいずれか１つの要件に該当し、本プランに基づく新株予約権の無償割当
ての実施を相当であると判断する場合でも、これについて株主総会の決議を得る
ことが相当であると判断するときは、新株予約権の無償割当ての実施に関して
事前に株主総会の承認を得るべき旨の留保を付すことができるものとします。
また、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての実施の勧告をした後も、
以下のいずれかの事由に該当すると判断した場合には、行使期間開始日（下記(3)
(F)において定義されます。以下同じとします。）の前日までの間は、（無償割
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当ての効力発生前においては）本新株予約権の無償割当ての中止又は（無償割当
ての効力発生後においては）本新株予約権を無償にて取得する旨の新たな勧告を
行うことができるものとします。
 (ｲ) 当該勧告後買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しなくなっ

た場合
 (ﾛ) 当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者等による

買付等が下記本プラン発動要件に定める要件のいずれにも該当しないか
　　 若しくは該当したときにおいても本新株予約権の無償割当てを実施するこ

と、又は行使を認めることが相当ではない場合
　
記

(a)本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合
(b)以下に掲げる行為等により、当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白

な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合
ⅰ　株券等を買い占め、その株券等について当社に対して高値で買取りを要求

する行為
ⅱ　当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等

当社の犠牲のもとに買付者等の利益を実現する経営を行うような行為
ⅲ　当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資とし

て流用する行為
ⅳ　当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資

産等を処分させ、その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、
    一時的な高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値で売り抜ける行為

(c)強圧的二段階買付（最初の買付で当社の株券等の全部の買付を勧誘すること
なく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開
買付け等の株券等の買付を行うことをいいます。）等株主に株券等の売却を
事実上強要するおそれのある買付等である場合

(d)買付等の条件（対価の価額・種類、買付等の時期・方法の適法性、買付等の
実現可能性、経営方針・事業計画を含みます。）が中長期的な当社の企業

   価値との比較において不十分又は不適当な買付等である場合
　
② 独立委員会が本プランの不発動を勧告する場合
独立委員会は、上記検討の結果、買付者等による買付等が上記①の本プラン

発動要件に定める要件のいずれの要件にも該当しない又は上記①(b)から(d)の
いずれか１つの要件に該当しても本新株予約権の無償割当てを実施することが
相当でないと判断した場合には、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償
割当てを実施すべきでない旨を勧告します。
但し、独立委員会は、かかる勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が

生じ、上記①の要件を充足し、本プランに基づき新株予約権の無償割当てを実施
することが相当であると判断することとなった場合には、本新株予約権の無償
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割当ての実施の勧告を含む別個の判断を行い、これを当社取締役会に勧告するこ
とができるものとします。
　
③ 情報開示
当社は、独立委員会が上記①又は②に定める勧告等の決議をした場合その他

独立委員会が適切と考える場合には、当該決議の概要その他独立委員会が適切と
判断する事項について、当該決議に関しては当該決議後速やかに、独立委員会が
適切と判断する事項については随時、情報開示を行うものとします。

　
 (E) 取締役会の決議

当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予約権無償割当
ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行うものとします。
なお、独立委員会が本新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行うに

際して、当該実施に関して事前に株主総会の承認を得るべき旨の留保を付した
場合には、当社取締役会は、実務上株主総会の開催が著しく困難な場合を除き、
実務上可能な限り速やかに株主総会を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施
に関する議案を付議するものとします。当社取締役会は、当該株主総会において
本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案が可決された場合には、本新株
予約権の無償割当ての実施に関する決議を行い、当該株主総会において本新株
予約権の無償割当ての実施に関する議案が否決された場合には、本新株予約権の
無償割当ての不実施に関する決議を行うものとします。
買付者等は、当社取締役会が本新株予約権無償割当ての実施又は不実施に関す

る決議を行うまでの間（上記の株主総会が開催される場合には、当該株主総会に
おいて本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案が可決又は否決されたこと
を受けて開催される当社取締役会が、本新株予約権無償割当ての実施又は不実施
に関する決議を行うまでの間)、買付等を実行してはならないものとします。
当社取締役会は、本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施に関する決議を

行った場合には、速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断す
る事項について情報開示を行います。
なお、当社取締役会は、必要に応じて買付者等と交渉を行うことができるもの

とし、本新株予約権無償割当ての決議後であっても、上記(D)①記載の(ｲ)又は
(ﾛ)のいずれかの事由に該当する場合には、行使期間開始日の前日までの間は、
（無償割当ての効力発生前においては）本新株予約権の無償割当てを中止し又は
（無償割当ての効力発生後においては）本新株予約権を無償にて取得することが
できるものとします。

　
(3) 本新株予約権の無償割当ての概要

本プランに基づき実施する予定の本新株予約権の無償割当ての概要は、以下の
とおりです。本新株予約権の無償割当ての詳細については、別紙１「本新株予約
権の無償割当ての要項」をご参照ください。
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 (A) 本新株予約権の数
本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議（以下「本新株予約権無償割

当て決議」といいます。）において当社取締役会が定める一定の日（以下「割当
期日」といいます。）における当社の最終の発行済株式総数（但し、同時点にお
いて当社の有する当社株式の数を控除します。）と同数の新株予約権を割り当て
ます。

　
 (B) 割当対象株主

割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主（以下
「割当対象株主」といいます。）に対し、その保有する株式１株につき本新株予
約権１個の割合で、本新株予約権の無償割当てを実施します。

　
 (C) 本新株予約権の無償割当ての効力発生日

本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が定めます。
　
 (D) 本新株予約権の目的である株式の数
　本新株予約権１個当たりの目的となる当社株式の数（以下「対象株式数」とい
います。）は、１株とします。

　
 (E) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使
に際して出資される財産の当社株式１株当たりの価額は、金１円以上で当社株式
１株の時価の50％相当額以下の範囲内において当社取締役会が本新株予約権無償
割当て決議において定める価額とします。
　なお、「時価」とは、本新株予約権無償割当て決議の日の前日から遡って90日
間（取引が成立しない日を除きます。）の東京証券取引所における当社普通株式
の普通取引の各日の終値の平均値とし、１円未満の端数は切り上げるものとしま
す。

　
 (F) 本新株予約権の行使期間
　本新株予約権の行使期間は本新株予約権の無償割当ての効力発生日(但し、本
新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途これに代わる日を定めた
場合は当該日)を初日（以下、かかる行使期間の初日を「行使期間開始日」とい
います。）とし、１ヶ月間から３ヶ月間までの範囲で本新株予約権無償割当て決
議において別途定める期間とします。但し、下記(I)項のとおり、当社による本
新株予約権の取得がなされる場合、当該取得に係る本新株予約権の行使期間につ
いては、当該取得日の前日までとします。また、行使期間の最終日が行使に際し
て払い込まれる金銭の払込取扱場所の休業日に当るときは、その前営業日を最終
日とします。
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 (G) 本新株予約権の行使の条件

    (i)特定大量保有者 12、(ⅱ)特定大量保有者の共同保有者、(ⅲ)特定大量買付

者 13、(ⅳ)特定大量買付者の特別関係者、若しくは(ⅴ)上記(ⅰ)乃至(ⅳ)に
  該当する者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受け若しく

は承継した者、又は、(ⅵ)上記(ⅰ)乃至(ⅴ)に該当する者の関連者 14(以下(ⅰ)
乃至(ⅵ)に該当する者を「非適格者」と総称します。)は、原則として、本新株
予約権を行使することができません。
　また、外国の適用法令上、本新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要とさ
れる非居住者も、原則として本新株予約権を行使することができません（但し、
非居住者の保有する本新株予約権も、適用法令に従うことを条件として、下記
（I）②のとおり、当社による当社株式を対価とする取得の対象となります。）。
さらに、本新株予約権の行使条件を充足していること等についての表明保証条項、
補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式による誓約書を提出しない者も、
本新株予約権を行使することができません。
　なお、上記の詳細については、別紙１「本新株予約権の無償割当ての要項」を
ご参照ください。

　
 (H) 本新株予約権の譲渡制限
　本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。

　
 (I) 当社による本新株予約権の取得
①当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得
することが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途
定める日において、全ての本新株予約権を無償で取得することができるものとし
ます。
②当社は、当社取締役会が別途定める日において、非適格者以外の者が有する本
新株予約権のうち当該当社取締役会が別途定める日の前日までに未行使のもの
全てを取得し、これと引換えに、本新株予約権１個につき１株の当社株式を交付
することができます。また、かかる取得がなされた日より後に、本新株予約権を
有する者のうち非適格者以外の者が存在すると当社取締役会が認める場合には、
上記の取得がなされた日より後の当社取締役会が定める日において、当該者の
有する本新株予約権のうち、当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使の
ものを全て取得し、これと引換えに、本新株予約権１個につき１株の当社株式を
交付することができるものとし、その後も同様とします。

　
(4) 本プランの有効期間

本プランは、本定時株主総会において本プランの継続導入に関する議案につい
て株主の皆様のご承認をいただいた場合に正式に発効します。本プランの有効
期間は、平成26年３月期に関する定時株主総会の終結の時までとします。
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(5) 本プランの廃止及び変更
　本プランについては、有効期間中であっても、①当社の株主総会において本
プランに係る本新株予約権無償割当てに関する事項の決定を廃止する取締役会
決議を行うべき旨の勧告決議が行われた場合、又は②当社の株主総会で選任され
た取締役で構成される当社取締役会の判断により本プランを廃止する旨の決議が
行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。従って、本
プランは、株主の皆様のご意向に従ってこれを廃止することが可能です。
また、本プランの有効期間中であっても、当社取締役会は、会社法、金融商品

取引法その他の法令若しくは証券取引所規則の変更又はこれらの解釈、運用の
変更、又は税制、裁判例の変更により合理的に必要と認められる範囲に限り本
プランを修正し、又は変更する場合があります。

当社は、本プランが廃止又は変更された場合には、当該廃止又は変更等の事実
及び（変更の場合には）変更等の内容について、情報開示を速やかに行います。

　
以　上

　
　

　 　 　 　
　 　 　 　
１　｢提案｣には、第三者に対して買付等を勧誘する行為を含みます。
２　金融商品取引法第27条の23第１項に定義されます。本書において別段の定めがない限り同じ

とします。
３　金融商品取引法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます（当社取締役会が

これに該当すると認めた者を含みます。）。本書において同じとします。
４　金融商品取引法第27条の23第４項に定義されます。本書において同じとします。
５　金融商品取引法第27条の２第１項に定義されます。本②において同じとします。
６　金融商品取引法第27条の２第６項に定義されます。本書において同じとします。
７　金融商品取引法第27条の２第８項に定義されます。本書において同じとします。
８　金融商品取引法第27条の２第７項に定義されます（当社取締役会がこれに該当すると認めた

者を含みます。）。但し、同項第１号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等
の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除きます。本書において

    同じとします。
９　金融商品取引法第27条の23第５項に規定される共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同
    保有者とみなされる者を含みます（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みま
　　す。）。本書において同じとします。
10　金融商品取引法施行令第９条第５項に定義されます。
11　買付者等がファンドである場合には、各組合員その他の構成員について①に準じた情報を含

みます。
12　原則として、当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等に係る株券等保有割合が20%

以上である者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）をいいます。但し、
その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しな
いと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別
途定める所定の者は、特定大量保有者に該当しないものとします。本書において同じとしま
す。

13　原則として、公開買付けによって当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の２第
１項に定義されます。以下、本脚注において同じとします。）の買付け等（同法第27条の２
第１項に定義されます。以下、本脚注において同じとします。）を行う旨の公告を行った者
で、当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準ずるものとして金融商品取引法施行
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令第７条第１項に定める場合を含みます。）に係る株券等の株券等所有割合がその者の特別
関係者の株券等所有割合と合計して20%以上となる者（当社取締役会がこれらに該当すると認
めた者を含みます。）をいいます。但し、その者が当社の株券等を取得・保有することが当
社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権
無償割当て決議において当社取締役会が別途定める所定の者は、特定大量買付者に該当しな
いものとします。本書において同じとします。

14　ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と共
同の支配下にある者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）、又はその
者と協調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいいます。なお、「支配」とは、
他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第３条第
３項に定義されます。）をいいます。　

　 　 　 　
　 　 　 　
　
（ご参考）

　本プランの内容は、上記２.(2)「本プランの内容」に記載のとおりですが、
現プランからの主な改訂項目は以下のとおりです。当社は、本プランは以下のとお
り合理性を備えたものと考えており、また、本プランの継続導入による株主・投資
家の皆様への影響についても以下のとおりとなります。株主の皆様におかれまして
は、これらの点もご考慮のうえ、本議案につきご承認いただければと存じます。
　
１. 現プランからの主な改訂項目
(1) 有効期間の見直し
　本プランの制度内容に関してはほぼ確立されたものであること、また、有効
期間中であっても取締役会又は株主総会の決議をもって廃止できること等の理由か
ら、有効期間を現プランの２年間から本プランでは３年間とすることとしま
した。
　
(2) 独立委員会の強化
　本プランにおいても、取締役の恣意的判断を排除し、本プランの発動及び不発動
等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として独立委員会を設置しま
す。現プランの独立委員会は３名の社外取締役と３名の社外有識者の計６名で構成
されておりますが、独立委員会の判断における客観性のさらなる向上を
目的に、元　企業年金連合会　専務理事の矢野　朝水氏を社外有識者として新たに
招聘し、社外取締役３名、社外有識者４名の計７名の体制といたします。
　独立委員会委員の氏名及び略歴については別紙３｢独立委員会委員の氏名及び
略歴｣をご参照ください。
　
２. 本プランの合理性
 (1) 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業
価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定め
る三原則を完全に充足しています。　
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 (2) 株主意思を重視するものであること（サンセット条項）
本プランは、上記２.(1)「本プランの継続導入手続」にて記載しましたとおり、

本定時株主総会における株主の皆様からのご承認をもって発効し、その有効期間
は、上記２.(4)「本プランの有効期間」に記載のとおり、平成26年３月期に関す
る定時株主総会の終結の時までの３年間といたします。また、たとえ本プランの
有効期間中であっても、上記２.(5)「本プランの廃止及び変更」にて記載しまし
たとおり、本プランの有効期間の満了前であっても株主総会において本プランを
廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることに
なり、本プランの消長には、株主の皆様のご意向が反映されることとなっており
ます。

　
 (3) 独立性の高い社外取締役等の判断の重視と情報開示

当社は、取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、本プランの発動
及び不発動等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立
委員会を設置しております。
独立委員会の委員は、当社社外取締役、社外監査役及び社外の有識者の中から

選任されます。
実際に当社株式に対して買付等がなされた場合には、上記２.(2)「本プランの

内容」にて記載しましたとおり、独立委員会が、本プランに基づく独立委員会
規則に従い、当該買付等が当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するか否か等
について取締役会への勧告を行い、当社取締役会はその判断を最大限尊重して本
新株予約権無償割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議
を行うこととします。独立委員会規則の概要については、別紙２「独立委員会
規則の概要」をご参照ください。
このように、独立委員会によって、取締役が恣意的に本プランの発動を行う

ことのないよう、厳しく監視するとともに、独立委員会の判断の概要については
株主の皆様に情報開示するものであり、当社の企業価値・株主共同の利益に資す
るべく本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

　
 (4) 合理的な客観的要件の設定

本プランは、上記２.(2)(D)「独立委員会における判断方法」にて記載しまし
たとおり、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定され
ており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保してい
ます。

　
 (5) 当社取締役の任期が１年であること

当社は、当社取締役の任期を１年としており、本プランの有効期間中であって
も、毎年の当社取締役の選任を通じて、本プランについて、株主の皆様のご意向
を反映させることが可能となります。
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 (6) 第三者専門家の意見の取得
上記２.(2)(C)「情報提供完了通知発送後の独立委員会による検討」にて記載

しましたとおり、買付者等が出現すると、独立委員会は、当社の費用で、独立し
た第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタ
ントその他の専門家等を含みます。）の助言を得ることができることとしていま
す。これにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される
仕組みとしております。

　
 (7) デッドハンド型やスロー・ハンド型の買収防衛策でないこと

上記２.(5)「本プランの廃止及び変更」にて記載しましたとおり、本プラン
は、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によりいつでも
廃止することができるものとされており、新しい株主構成のもとで選任された
取締役で構成される取締役会によって、本プランを廃止することが可能です。
従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数

を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、
当社は、取締役任期を１年とし、期差任期制を採用していないため、本プランは
スロー・ハンド型（取締役の交替を一度に行うことができないため、その発動を
阻止するのに時間がかかる買収防衛策）でもありません。

　
３. 株主・投資家の皆様に与える影響
 (1) 本プランの継続導入時に株主及び投資家の皆様に与える影響

本プランの継続導入時点においては、本新株予約権の無償割当て自体は行われ
ませんので、株主及び投資家の皆様に直接具体的な影響が生じることはありませ
ん。

　
 (2) 本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響

当社取締役会が、本新株予約権無償割当て決議において別途定める割当期日に
おける株主の皆様に対し、その保有する株式１株につき本新株予約権１個の割合
で本新株予約権が無償にて割り当てられます。仮に、株主の皆様が、権利行使
期間内に、金銭の払込その他下記(4)(B)において詳述する本新株予約権の行使に
係る手続を経ない場合には、他の株主の皆様による本新株予約権の行使により、
その保有する当社株式が希釈化することになります。
但し、当社は、当社取締役会の決定により、下記(4)(C)に記載する手続に

より、非適格者以外の株主の皆様から本新株予約権を取得しそれと引換えに当社
株式を交付することがあります。当社がかかる取得手続を取った場合には、非
適格者以外の株主の皆様は、本新株予約権の行使及び行使価額相当の金銭の払込
の必要もなく、当社株式を受領することになり、保有する当社株式全体の希釈化
は生じません。
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 (3) 本新株予約権の無償割当ての中止による影響
本新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後において、当社が、

本新株予約権の無償割当てを中止し、又は無償割当てされた本新株予約権を無償
取得する場合には、１株当たりの株式の価値の希釈化は全く生じませんので、１
株当たりの株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った投資家の
皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。

　
 (4) 本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続等
  (A) 割当期日における手続

当社取締役会において、本新株予約権の無償割当てを実施することを決議した
場合には、当社は、本新株予約権の無償割当てに係る割当期日を公告いたしま
す。割当対象株主に、本新株予約権が無償で割当てられます。なお、割当対象
株主の皆様は、本新株予約権の無償割当ての効力発生日において、当然に本新株
予約権に係る新株予約権者となるため、申込の手続等は不要です。

　
  (B) 本新株予約権の行使の手続

当社は、割当対象株主の皆様に対し、原則として、本新株予約権の当社所定の
書式による行使請求書その他本新株予約権の権利行使に必要な書類を送付いたし
ます。本新株予約権の無償割当て後、割当対象株主の皆様においては、行使期間
内に、これらの必要書類を提出していただいた上で、原則として、本新株予約権
１個当たり、金１円以上で当社株式１株の時価の50％相当額以下の範囲内におい
て当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において定める価額を払込取扱
場所に払い込むことにより、１個の本新株予約権につき、１株の当社株式が発行
されることになります。

　
  (C) 当社による本新株予約権取得の手続

当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の
手続に従い、当社取締役会が別途定める日において、本新株予約権を取得します。
また、本新株予約権の取得と引換えに当社株式を株主の皆様に交付するときは、
速やかにこれを交付いたします。なお、この場合、かかる株主の皆様には、別途、
ご自身が非適格者でないこと等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約
文言を含む当社所定の書式をご提出いただくことがあります。

　
以　上
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別紙１
　

本新株予約権の無償割当ての要項
　
１．本新株予約権の無償割当てに関する事項の決定
 (1) 本新株予約権の内容及び数

　株主に割り当てる新株予約権（以下「本新株予約権」という。）の内容は下記２．記載のとお
りとし、本新株予約権の数は、本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議（以下「本新株
予約権無償割当て決議」という。）において当社取締役会が定める一定の日（以下「割当期日」
という。）における当社の最終の発行済株式総数（但し、同時点において当社の有する当社株式
の数を控除する。）に相当する数とする。

　
 (2) 割当対象株主

割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された株主に対し、その保有する株式（但し、
同時点において当社の有する当社株式を除く。）１株につき本新株予約権１個の割合で、本新株
予約権の無償割当てを実施する。

　
 (3) 本新株予約権の無償割当ての効力発生日

本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める日とする。
　
２．本新株予約権の内容
 (1) 本新株予約権の目的である株式の数

　本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「対象株式数」という。）は、１株とす
る。

　
 (2) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

1)本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、行使価額(下記2)に定義
される。）に対象株式数を乗じた価額とする。
2)本新株予約権の行使に際して出資される財産の当社株式１株当たりの価額（以下「行使価額」
という。）は金１円以上で当社株式１株の時価の50％相当額以下の範囲内において、当社取締役
会が本新株予約権無償割当て決議において定める金額とする。なお、「時価」とは、本新株予約
権無償割当て決議の前日から遡って90日間（取引が成立しない日を除く。）の東京証券取引所に
おける当社普通株式の普通取引の各日の終値の平均値とし、１円未満の端数は切り上げるものと
する。

　
 (3) 本新株予約権の行使期間

本新株予約権の無償割当ての効力発生日（但し、本新株予約権無償割当て決議において当社取
締役会がこれに代わる日を定めたときは当該日）を初日とし、１ヶ月間から３ヶ月間までの範囲
で本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が定める期間とする。但し、(7)項の規定に
基づき、当社による本新株予約権の取得がなされる場合、当該取得に係る本新株予約権の行使期
間については当該取得日の前日までとする。また、行使期間の最終日が行使に際して払い込まれ
る金銭の払込取扱場所の休業日に当るときは、その前営業日を最終日とする。

　
 (4) 本新株予約権の行使の条件

1)(i)特定大量保有者、(ⅱ)特定大量保有者の共同保有者、(ⅲ)特定大量買付者、(ⅳ)特定大量買
付者の特別関係者、若しくは(ⅴ)上記(ⅰ)乃至(ⅳ)に該当する者から新株予約権を当社取締役
会の承認を得ることなく譲受け若しくは承継した者、又は、(ⅵ)上記(ⅰ)乃至(ⅴ)に該当する
者の関連者（以下、(ⅰ)乃至(ⅵ)に該当する者を総称して「非適格者」という。）は、新株予
約権を行使することができない。

　なお、上記に用いられる用語は次のとおり定義される。
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①「特定大量保有者」とは、当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に定
義される。以下別段の定めがない限り同じ。）の保有者（同法第27条の23第３項に基づき保有
者に含まれる者を含む。）で、当該株券等に係る株券等保有割合（同法第27条の23第４項に定
義される。）が20％以上である者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含む。）。但
し、その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反し
ないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別
途定める所定の者は、特定大量保有者に該当しないものとする。

②「共同保有者」とは、金融商品取引法第27条の23第５項に定義される共同保有者を指し、同条
第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含む（当社取締役会がこれらに該当すると認めた
者を含む。）。

③「特定大量買付者」とは、公開買付け（金融商品取引法第27条の２第６項に定義される。）に
よって当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の２第１項に定義される。以下本③
において同じ。）の買付け等（同法第27条の２第１項に定義される。以下同じ。）を行う旨の
公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準ずるものとして金融商
品取引法施行令第７条第１項に定める場合を含む。）に係る株券等の株券等所有割合（同法第
27条の２第８項に定義される。以下同じ。）がその者の特別関係者の株券等所有割合と合計し
て20％以上となる者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含む。）をいう。但し、
その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しない
と当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定
める所定の者は、特定大量買付者に該当しないものとする。

④「特別関係者」とは、金融商品取引法第27条の２第７項に定義される（当社取締役会がこれに
該当すると認めた者を含む。）。但し、同項第１号に掲げる者については、発行者以外の者に
よる株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除く。

⑤ ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と共
同の支配下にある者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含む。）、又はその者と協
調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいう。「支配」とは、他の会社等の「財務
及び事業の方針の決定を支配している場合」(会社法施行規則第３条第３項に定義される。)を
いう。
　

2)上記1)にかかわらず、下記①乃至④の各号に該当する者は、特定大量保有者又は特定大量買付
者に該当しないものとする。
①当社、当社の子会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第３項に定義
される。）又は当社の関連会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第
５項に定義される。）

②当社を支配する意図がなく上記１)(ⅰ)の特定大量保有者に該当することになった者である旨
当社取締役会が認めた者であって、かつ、上記１)(ⅰ)の特定大量保有者に該当することにな
った後10日間（但し、当社取締役会はかかる期間を延長することができる。）以内にその保有
する当社の株券等を処分することにより上記１)(ⅰ)の特定大量保有者に該当しなくなった者

③当社による自己株式の取得その他の理由により、自己の意思によることなく、上記１)(ⅰ)の
特定大量保有者に該当することになった者である旨当社取締役会が認めた者（但し、その後、
自己の意思により当社の株券等を新たに取得した場合を除く。）

④その者が当社の株券等を取得し保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しない
と当社取締役会が認めた者（非適格者に該当すると当社取締役会が認めた者についても、当社
の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会は別途認めることができる。また、
一定の条件のもとに当社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた場
合には、当該条件が満たされている場合に限る。）
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3)適用ある外国の法令上、当該法令の管轄地域に所在する者に新株予約権を行使させるに際し、
(ⅰ)所定の手続の履行若しくは(ⅱ)所定の条件（一定期間の行使禁止、所定の書類の提出等を
含む。）の充足、又は(ⅲ)その双方（以下「準拠法行使手続・条件」と総称する。）が必要と
される場合には、当該管轄地域に所在する者は、当該準拠法行使手続・条件が全て履行又は充
足されたと当社取締役会が認めた場合に限り新株予約権を行使することができ、これが充足さ
れたと当社取締役会が認めない場合には、新株予約権を行使することができない。なお、当該
管轄地域に所在する者に新株予約権を行使させるに際し当社が履行又は充足することが必要と
される準拠法行使手続・条件については、当社取締役会としてこれを履行又は充足する義務は
負わない。また、当該管轄地域に所在する者に新株予約権の行使をさせることが当該管轄地域
における法令上認められない場合（以下「準拠法行使禁止事由」という。）には、当該管轄地
域に所在する者は、新株予約権を行使することができない。

　
4)上記3)にかかわらず、米国に所在する者は、当社に対し、(ⅰ)自らが米国1933年証券法ルール
501(a)に定義する適格投資家であることを表明、保証し、かつ(ⅱ)その保有する新株予約権の
行使の結果取得する当社普通株式の転売は東京証券取引所における普通取引（但し、事前の取
決めに基づかず、かつ事前の勧誘を行わないものとする。）によってのみこれを行うことを誓
約した場合に限り、当該新株予約権を行使することができる。当社は、かかる場合に限り、当
該米国に所在する者が当該新株予約権を行使するために当社が履行又は充足することが必要と
される米国1933年証券法レギュレーションＤ及び米国州法に係る準拠法行使手続・条件を履行
又は充足するものとする。なお、米国における法令の変更等の理由により、米国に所在する者
が上記(ⅰ)及び(ⅱ)を充足しても米国証券法上適法に新株予約権の行使を認めることができな
いと当社取締役会が認める場合には、米国に所在する者は、新株予約権を行使することができ
ない。

　
5)新株予約権者は、当社に対し、自らが非適格者に該当せず、かつ、非適格者に該当する者のた
めに行使しようとしている者ではないこと、及び新株予約権の行使条件を充足していること等
の表明・保証条項、補償条項その他当社が定める事項を誓約する書面並びに法令等により必要
とされる書面を提出した場合に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

　
6)新株予約権を有する者が本(4)項の規定により、新株予約権を行使することができない場合であ
っても、当社は、当該新株予約権を有する者に対して、損害賠償責任その他の責任を一切負わ
ないものとする。

　
(5) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により当社株式を発行する場合における増加する資本金は、本新株予約権
の行使に際して出資される財産の価額の全額とし、資本準備金は増加しないものとする。

　
(6) 本新株予約権の譲渡制限等

1)本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要する。
2)本新株予約権を譲渡しようとする者が日本国外に所在する者であって、上記(4)3)及び4)の規定
により本新株予約権を行使することができない者（非適格者を除く。）であるときは、当社取
締役会は、以下の事由等を勘案して上記1)の承認をするか否かを決定する。

①当該管轄地域に所在する者による新株予約権の全部又は一部の譲渡による取得に関し、譲渡人
及び譲受人が作成し署名又は記名捺印した差入書（下記②乃至④に関する表明・保証条項、補
償条項その他当社が定める誓約事項を含む。）が提出されているか否か

②譲渡人及び譲受人が非適格者に該当しないことが明らかか否か
③譲受人が当該管轄地域に所在しない者であり、かつ、当該管轄地域に所在する者のために譲受
けしようとしている者ではないことが明らかか否か

④譲受人が非適格者のために譲受けしようとしている者でないことが明らかか否か
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(7) 当社による本新株予約権の取得
1)当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得することが適切
であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途定める日において、本新株予約
権全部を無償で取得することができる。

2)当社は、当社取締役会が別途定める日において、非適格者以外の者が有する本新株予約権のう
ち、当該当社取締役会が別途定める日の前日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換え
に、本新株予約権１個につき１株の当社株式を交付することができる。

　　また、かかる取得がなされた日より後に、本新株予約権を有する者のうちに非適格者以外の
者が存在すると当社取締役会が認める場合には、上記の取得がなされた日より後の当社取締役
会が別途定める日において、当該者の有する本新株予約権のうちその前日までに未行使のもの
があれば、これを全て取得し、これと引換えに、本新株予約権１個につき１株の当社株式を交
付することができるものとし、その後も同様とする。

　
(8) 合併、会社分割、株式交換、及び株式移転の場合の新株予約権の交付及びその条件

本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める。
　
(9) 新株予約権証券の発行

本新株予約権については新株予約権証券を発行しない。
　
(10)法令の改正等による修正

上記で引用する法令の規定は、平成23年５月13日現在施行されているものであり、同日以後、
法令の新設又は改廃により、上記各項に定める条項又は用語の意義等に修正を加える必要が生じ
た場合には、当社取締役会において、当該新設又は改廃の趣旨を考慮の上、上記各項に定める条
項又は用語の意義等を適宜合理的な範囲内で読み替えることができるものとする。

　
以　上
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別紙２
　

独立委員会規則の概要
　

１．独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。
２．独立委員会の委員は、３名以上７名以内とする。
３．独立委員会の委員は、当社社外取締役若しくは当社社外監査役又は社外の有識者の中から当社

取締役会が選任する。
４．社外の有識者は、実績のある会社経営者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士若

しくは経営学、会社法等を主たる研究対象とする者又はこれらに準ずる者でなければならない。
５．社外の有識者は、その職務に関し、別途当社取締役会が指定する善管注意義務条項等を含む契

約を当社との間で締結した者でなければならない。
６．独立委員会の委員の任期は、平成26年３月期に関する定時株主総会終結の時までとする。
７．独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定内容を、その理由を付

して当社取締役会に勧告する。当社取締役会は、この独立委員会の勧告を最大限尊重して、新
株予約権無償割当ての実施又は不実施に関する会社法上の機関としての決議を行う。但し、当
社取締役会は、独立委員会の勧告に従い株主総会を招集した場合には、当該株主総会の決議に
従うものとする。なお、独立委員会の各委員及び当社各取締役は、この決定に当たっては、専
ら当社の企業価値・株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、自己又
は当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。
① 本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施
② 本新株予約権の無償割当ての中止又は本新株予約権の無償取得
③ その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会に諮問した事項

　
　　　上記に定めるところに加え、独立委員会は、以下の各号に記載される事項を行う。

① 本プランの対象となる買付等への該当性の判断
② 買付者等及び当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報及びその回答期限の決定
③ 買付者等の買付等の内容の精査・検討及び買付者等と当社取締役会の事業計画等に関する
   情報収集・比較検討等
④ 当社取締役会に対する代替案の提出の要求・代替案の検討
⑤ 本新株予約権の無償割当ての実施に関して株主総会の承認を得ることの要否の判断
⑥ その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事項
⑦ 当社取締役会が、別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項

　
８．当社は、買付者等に対し、当社取締役会が友好的買付けであると認めた場合を除き、当社の定

める書式による買付説明書及び本必要情報に関する質問書を、速やかに送付する。買付者等は、
買付等の実行に先立ち、原則として、買付説明書及び本必要情報を、買付者等が当社からのこ
れらの送付資料を受領した日から起算して、10営業日以内に当社取締役会宛てに提出する。な
お、当社取締役会は、買付説明書及び本必要情報を受領後速やかに独立委員会に送付する。独
立委員会は、提出された買付説明書及び本必要情報が買付内容の検討を行うのに必要な情報と
して不十分であると判断した場合には、買付者等に対し、追加的に情報を提出するよう求める。
また、独立委員会は、情報提供完了通知の発送後、当社取締役会に対しても、所定の期間内に、
買付者等の買付等の内容に対する意見及びその根拠資料、代替案その他独立委員会が適宜必要
と認める情報を提示するよう要求できる。独立委員会は、買付者等及び当社取締役会からの情
報を受領してから所定の期間内に、買付者等の買付等の内容の検討、買付者等と当社取締役会
の事業計画等に関する情報収集・比較検討等及び当社取締役会の提供する代替案の検討を行う。

９．独立委員会は、必要な情報収集を行うため、当社の取締役、監査役、従業員その他独立委員会
が必要と認める者の出席を要求し、独立委員会が求める事項に関する説明を求めることができ
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る。
10．独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計

士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）からの助言を得ることができる。
11．各独立委員会の委員又は取締役会は、買付等がなされた場合その他合理的に必要と認められる

場合には、いつでも独立委員会を招集することができる。
12．独立委員会の決議は、独立委員会の委員の過半数が出席し、その議決権の過半数をもってこれ

を行う。
　

以　上



2011/05/24 21:21:22 ／ 10729528_横河電機株式会社_招集通知

別紙３

－ 74 －

別紙３
独立委員会委員の氏名及び略歴

　
　本プランの継続導入当初の独立委員会の委員は、以下の７名を予定しております。
　
１．棚橋　康郎（たなはし　やすろう）（昭和16年生）
　　　元　新日鉄ソリューションズ株式会社　代表取締役会長
[略歴]

昭和38年４月 富士製鐵㈱（現　新日本製鐵㈱）入社 　

平成７年６月 同社　取締役 　

平成９年４月 同社　常務取締役 　

平成12年４月 新日鉄情報通信システム㈱
（現　新日鉄ソリューションズ㈱）
代表取締役社長

　

平成15年４月 同社　代表取締役会長 　

平成16年６月 ㈱インターネットイニシアティブ　社外取締役 ＜現在に至る＞

平成17年６月 ㈱村田製作所　社外取締役 ＜現在に至る＞

平成19年６月 新日鉄ソリューションズ㈱　相談役 　

平成19年６月 当社　社外取締役 ＜現在に至る＞

平成22年６月 燦ホールディングス㈱　社外取締役 ＜現在に至る＞
　
棚橋康郎氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に規定される社外取締役候補者の要件を満た

す社外取締役であり、本定時株主総会で再任後、就任する予定です。　
同氏は、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の２に定める独立役員として指定し、同取引所

に届け出ており、社外取締役に再任後、引き続き独立役員となる予定です。
なお、同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

　
 
２．勝俣　宣夫（かつまた　のぶお）（昭和17年生）
　　　丸紅株式会社　取締役会長
[略歴]

昭和41年４月 丸紅飯田㈱（現 丸紅㈱）入社 　

平成８年６月 同社　取締役 　

平成11年４月 同社 代表取締役　常務取締役 　

平成13年４月 同社 代表取締役　専務取締役 　

平成15年４月 同社 代表取締役社長 　

平成20年４月 同社 取締役会長　 ＜現在に至る＞

平成21年３月 サッポロホールディングス㈱　社外取締役 ＜現在に至る＞

平成21年６月 当社　社外取締役 ＜現在に至る＞
 

勝俣宣夫氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に規定される社外取締役候補者の要件を満た
す社外取締役であり、本定時株主総会で再任後、就任する予定です。　

同氏は、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の２に定める独立役員として指定し、同取引所
に届け出ており、社外取締役に再任後、引き続き独立役員となる予定です。
　なお、同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
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３．浦野　光人（うらの　みつど）（昭和23年生）
　　　株式会社ニチレイ　代表取締役会長
[略歴]

昭和46年４月 日本冷蔵㈱（現 ㈱ニチレイ）入社 　

平成９年６月 同社　経営企画部長 　

平成11年６月 同社　取締役 　

平成13年６月 同社　代表取締役社長 　

平成19年６月 同社　代表取締役会長　 ＜現在に至る＞

平成20年６月 新日鉱ホールディングス㈱
（現　JXホールディングス㈱）社外監査役

　
＜現在に至る＞

平成21年６月 三井不動産㈱　社外取締役 ＜現在に至る＞

平成21年６月 ㈱日本システムディベロップメント
(現　㈱ＮＳＤ) 社外監査役

　
＜現在に至る＞

 
浦野光人氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に規定される社外取締役候補者であり、本定

時株主総会で選任後、就任する予定です。
同氏は、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の２に定める独立役員としての要件を満たして

おり、社外取締役に選任された場合は独立役員として同取引所に届け出る予定です。
　なお、同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
　
　
４．若杉　敬明（わかすぎ　たかあき）(昭和18年生)
　　　東京経済大学経営学部教授
[略歴]

昭和47年１月 横浜市立大学商学部助教授 　

昭和49年４月 東北大学経済学部助教授 　

昭和60年６月 東京大学経済学部教授 　

平成15年４月 日本コーポレート・ガバナンス研究所理事長・所長 ＜現在に至る＞

平成16年４月 東京経済大学経営学部教授 ＜現在に至る＞

平成16年６月 東京大学名誉教授 　

平成19年６月 ㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ　社外監査役 ＜現在に至る＞

平成21年６月 日本水産㈱　社外取締役 ＜現在に至る＞
 

若杉敬明氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
　
　
５．中村　直人（なかむら　なおと）（昭和35年生）
　　　中村・角田・松本法律事務所パートナー　弁護士
[略歴]

昭和57年10月 司法試験合格 　

昭和60年４月 司法研修所卒業　第二東京弁護士会登録 　

　　 森綜合法律事務所所属 　

平成10年４月 日比谷パーク法律事務所開設、パートナー 　

平成15年２月 中村直人法律事務所（現中村・角田・松本法律事務所）
開設、パートナー

　
＜現在に至る＞　
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平成15年３月 アサヒビール㈱　社外監査役 ＜現在に至る＞

平成18年６月 三井物産㈱　社外監査役 ＜現在に至る＞
 

中村直人氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
　
　
６．北川　哲雄（きたがわ　てつお）(昭和25年生)
　　　青山学院大学大学院　国際マネジメント研究科教授
[略歴]

昭和52年４月 日本アイビーエム㈱　入社 　

昭和56年４月 ㈱野村総合研究所主任研究員(セルサイド・アナリスト) 　

平成元年６月 モルガン信託銀行㈱　投資調査部
ヴァイスプレジデント(バイサイド・アナリスト)

　

平成10年11月 (社)日本証券アナリスト協会　試験委員会委員 ＜現在に至る＞

平成12年10月 明治ドレスナー・アセットマネジメント㈱
(現　明治安田アセットマネジメント㈱)
常務執行役員（調査部長）

　

平成17年９月 青山学院大学大学院　国際マネジメント研究科教授 ＜現在に至る＞
 

北川哲雄氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
　
　
７．矢野　朝水（やの　ともみ）（昭和20年生）
　　　日本コープ共済生活協同組合連合会　理事長
[略歴]

昭和44年
昭和56年
平成４年
平成６年
平成７年

４月
８月
７月
９月
６月

厚生省（現　厚生労働省）　入省
厚生年金基金連合会　企画振興部長
厚生省　薬務局企画課長
厚生省　大臣官房　総務課長
厚生省　大臣官房　審議官（年金担当）

　

平成８年７月 厚生省　年金局長 　

平成13年２月 厚生年金基金連合会（現　企業年金連合会）専務理事 　

平成20年
平成20年

８月
10月

日本生活協同組合連合会　理事
日本コープ共済生活協同組合連合会　理事長

　
＜現在に至る＞

　
矢野朝水氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

　
以 上



2011/05/24 21:21:22 ／ 10729528_横河電機株式会社_招集通知

インターネット等による議決権行使のご案内

－ 77 －

インターネットによる議決権行使のご案内
　

Ⅰ．インターネットによる議決権行使について

１　インターネットによる議決権行使に際して、ご了承いただく事項

議決権をインターネットにより行使される場合は、次の事項をご了承のうえ、行使していた

だきますよう、お願い申し上げます。

１）インターネットによる議決権行使は、当社の指定する議決権行使サイト（下記ＵＲＬを　

ご参照ください。）をご利用いただくことによってのみ可能です。なお、インターネット

により、議決権を行使される場合は、招集ご通知同封の議決権行使書用紙に記載の議決権

    行使コード及びパスワードが必要となります。

２）今回ご案内する議決権行使コード及びパスワードは、本総会に関してのみ有効です。次の

総会の際には、新たに議決権行使コード及びパスワードを発行いたします。

３）書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネットによる

議決権行使を有効な行使としてお取扱いいたします。

４）インターネットで複数回数議決権行使をされた場合は、最後の議決権行使を有効な行使と

してお取扱いいたします。

５）インターネットに関する費用（プロバイダ接続料金・通信料金等）は、株主様のご負担と

なります。

　

２　インターネットによる議決権行使の具体的方法

１）http://www.it-soukai.com/にアクセスしてください。

行使期間中の午前３時～午前５時は上記ＵＲＬにアクセスすることができません。

２）議決権行使コード及びパスワードを入力し、「ログイン」ボタンを押してください。

議決権行使コード及びパスワードは、招集ご通知同封の議決権行使書用紙右下に記載して

おります。

３）画面の案内に従い、議決権を行使してください。

　

３　ご利用環境

パソコンをご利用の場合

◎パソコン　　　Windows®機種

（ＰＤＡ、携帯電話、ゲーム機には対応しておりません。）

◎ブラウザ　　　Microsoft® Internet Explorer5.5以上

◎インターネット環境　プロバイダとの契約などインターネットが利用できる環境

◎画面解像度　　1024×768以上を推奨いたします。

＊Microsoft、Windowsは米国Microsoft Corporationの米国及びその他の国における登録

商標又は商標です。
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４　セキュリティーについて

行使された情報が改竄・盗聴されないよう暗号化（SSL128bit）技術を使用しておりますの

で、安心してご利用いただけます。

また、議決権行使書用紙に記載された議決権行使コードとパスワードは、株主様ご本人を

認証する重要なものです。他人に絶対知られないようご注意ください。当社より株主様の

パスワードをお問い合わせすることはございません。　

　

５　お問い合わせ先について

１）議決権電子行使に関するパソコン等の操作方法等に関する専用お問い合わせ先

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

電話　0120-768-524（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00　土日休日を除く。）

２）上記１）以外の住所変更等に関するお問い合わせ先

みずほ信託銀行　証券代行部

電話　0120-288-324（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～17：00　土日休日を除く。）

　

Ⅱ．議決権電子行使プラットフォームについて

管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、(株)東京証券

取引所等により設立された合弁会社(株)ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォーム

の利用を事前に申し込まれた場合には、当社株主総会における電磁的方法による議決権行使

の方法として、上記Ⅰ．のインターネットによる議決権行使以外に、当該プラットフォーム

をご利用いただくことができます。

　

以　上
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株主総会会場ご案内図
　

ロータリー

北口
交番

白木屋

至
立
川

至
新
宿

セブンイレブン

横河電機グラウンド

日本生命
武蔵野ビル

横河電機
R&Dセンター

＊JR中央線三鷹駅北口から徒歩約７分

井の頭通り

JR三鷹駅

横河電機㈱

正門

ローソン

　

　
〒180-8750 東京都武蔵野市中町二丁目９番32号

ＴＥＬ 0422-52-5530

　

お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。




